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この報告書 は,日 本 自転車振興 会か ら競輪収益の一部で

ある機械工業振興資金の補助を受けて昭和62年 度に実施 し

た 「海外の情報産業および情報処理に関する調査研究」の

一環 としてと りまとめた ものであ ります
。







は じめに

当協会 は,わ が国 における情報処理の発展 に資す るため,昭 和43年 以来,海 外

に調査員を派遣 し,ア メ リカおよび ヨーロッパ諸国における情報処理関係の諸問

題の実態を明 らか に してまいりま した。

本年度の調査 は,ヨ ー ロッパ主要国における情報化政策な らびに情報産業の現

状を調査す ることと し,政 府関係機関,サ ー ビス機 関および研究機関等を訪問 し

てその実態を調査 いた しま した。

ここにその結果を とりまとあ,海 外 の情報処理に関心を もたれる方 々の ご参考

に供 したいと思 います。

なお,本 調査の実施 に当た って,ご 支援,ご 協力 をたまわ った調査訪 問先等関

係各位 に対 し,心 より感謝の意を表 します。

昭和63年3月

財団法人 日本情報処理開発協会
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1.調 査の概要

1.1目 的

海外諸国におけ る情報処理 および情報産業にっ き,そ の実態 を調査す るととも

に,各 国での進展の背景 と今後 の動向を把握 し,わ が国における情報処理および

情報産業の発展に資す ることを目的 とす る。

1.2調 査事 項

0

⑫

ぼ

ほ

ヨーロッパ における情報化政策

ヨーロッパ における情報産業

主要機関における情報化活動

ヨーロッパを中心 とした国際電気通信の動向

1.3調 査 時期

昭 和62年11月2日(月)～11月8日(日)
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1.4 調査機関

月 日 訪 問 先 国 名 機関種別

11月2日(月) GMD(GesellschaftfUr

Mathematikund・

西 ドイ ツ 国立情報処理
機関

DatenverarbeitungmbH)

住 所:P.0.BOX1240

SchlossBirlinghoven

D-5205SanktAugustin1

FederalRepublicof

Germany

TEL:(02241)14-2255

Fax:(02241)'14-2889

面接者:
、

FriedrichWinkelhage

MemberofExecutive

Board

ChristophRudolph

StaffDivision

HeadInternational

Bureau
1

Augustin'Kaesser

ProlectE.1.S.

({)esignofIntegrated
Circuits)
UniversitySup .port

11月3日(火) INRIA(lnstitutNational
deRechercheen

フ ラ ンス 国立情報処理
機関

Informatiqueeten

Automatique

住 所:DomainedeVoluceau一

rOCqUenCOurt一

B.P.105-78153

LeChesnayCedex

France

一

TEL:(1)39635511

FAX:(1)39635330

面接者:
MauriceRobin

DirecteurG'enera1
Adjoint
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月 日 訪 問 先 国 名 機関種別

11月3日(火) GeorgesNissen

DirecteurdesRelations

Industrielleset

InternatiOna・leS

1.1.H.T.(International フラ ンス 調査会社
Interface

HighTechhology)

住 所:18,Avenuedes9'Champs一

61ys6es75008Paris
France

TEL:47237820
1

FAX:42661560』

面 接 者:GeorgesMihaies

President

11月4日(水) NCC(TheNationalComputing イギ リス 国立情報処理
～ CentreLimited)・ 機関

11月5日(木)

住 所:OxfordRoadManchster

M17EDUnitedKingdom

∨ ・TEL:十4461-2286333

FAX:十4461-2282579

面接 者:
JohnAris
TheDirector

L.G.Turner

Manager,International

Division

DavidBurns

Manager

SoftwareTools

DemonstrationCentre

patrickRaymont

Manager,Corporate

Affairs

DavidWheeler

Manager,Courses
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月 日 訪 問 先 国 名 機関種別

11月6日(金) 「第2回 情報産業会議」出席 イ ギ リス 国際会議

ChathamHouse

場 所:10SUame白Square

LondonSWIY4LE

TEL:01-9302233

1.5調 査 員

横山 太藏 財団法人 日本情報処理開発協会 専務理事

兼子 利夫 財団法人 日本情報処理開発協会 調査部

国際関係チーム 主任部員
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2.ヨ ー ロ ッパ にお ける情 報化 政策

1967年 に設 立 され たEC(欧 州 共 同体)は,現 在12ヵ 国か ら構 成 されて お り,

域 内 にお け る統 一 市場 の完 成,企 業 関係 法規 ・税 制 ・金 融 制度 の統 一,宇 宙 航 空

・コ ン ピュー タ等 の 先端 技 術 の研 究 開発 ,産 業 構 造 の変 化 への対 応 等 を基 本 方 針

と して,各 種 の 政 策 を実 施 して い る。 情 報化 にっ い て も独 自な政 策 を打 ち 出 して

きたが,1970年 にお いて は,財 源難 や各 国の 思 惑 の相 違 もあ って,あ ま り大 きな

成 果 を上 げ る こ とは で き なか った。 しか し,1980年 代 に入 って,コ ン ピュー タを

中 心 とす る電 子 工業 分 野 にお け る ヨー ロ ッパ 諸 国 の地 盤 低下 とア メ リカお よ び 日

本 の科 学技 術 進 歩 に対 抗 す るため に,ECで は数 々の プ ロ ジェ ク トを掲 げ て い る

が,そ の主 な もの は以 下 の とお りで あ る。

2.1'ESPRIT

.ESPRIT(E…P・anS・ra・ ・gi・'P・ ・9・'・mm・f・rR&D.i・1・f・rm・ti・n

Technology:ヨ ー ロ ッパ 情 報 技 術 研 究 開 発 戦 略 プ ロ グ ラ ム)は,情 報 技 術 の 重 要

性 ヵミ増大 して いるに もかかわ らず,ヨ ー ロッパ内の情報産業g国 際競争力が低下

していることか ら・醐 競争力の強イヒを目的 に1982年 に躍 れた計画であ り・

198
.4年か ら開 始 され た。 マ イ ク ロエ レク トロニ クス,ソ フ トウ ェア,高 度 情報 処

理,、OA,コ ン ピュー タ によ る統 合 マ ニ フ ァクチ ャ リ ングの5分 野 にっ き共 同 で

研 究 開 発 を行 う計画 で あ り,期 間 は1984年 ～1994年 の10年 間 にわ た る予 定 で あ る。

最 初 の5年 間 に総 額1.5億ECU・ の予 算 を計 上 して お り,こ の うち50%はEC予 算

か ら支 出 し,残 りは参 加 企業 が支 出す る こと にな って い る。

EC委 員 会 で は,1986年,域 内 の情報 技 術 開発 を一 層 強化す るた め に,現 在 進

行 中の計 画 に加 え て,予 算総 額16億ECUの 新 計画ESPRIT-llを1988年 か ら5ヵ 年

計 画 で 開始 す る。新 計 画 で は,特 に コ ン ピュ ー タ化 され た工場 シス テ ムの 開 発,

複 合 的 な 巨大 技 術 開発 等 を実 施す る予定 で あ る。 ま た,新 計画 には,従 来 参 加 し
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て い な か っ た ス ウ ェ ー デ ン,ス イ ス,オ ー ス ト リア 等 も加 わ る 見 通 しで あ る 。

*1ECU(ヨ ー ロ ッパ 通 貨 単 位)=156.88円(昭 和63年3月28日 現 在)

ESPRIT－ 且に お け る具 体 的 な 目標 は,次 の とお りで あ る。

(1)産 業 にお け る情報 化 を よ り一 層 推進 す る と同時 に産 業 間の 情 報化 を も進 め る。

具 体 的 に は,フ ァク トリー ・オ ー トメー シ ョンや オ フ ィス ・オ ー トメー シ ョ ン

の推 進 等 で あ る。 また,家 庭 環 境 にお け る情報 技 術 の応用 も今 回 の重 要 な プ ロ

ジ ェ ク トの1っ で あ る6

(2硝 報技術に関連 頃 度マイクvinレ クトロニクス製品やその周辺装置の父

術開発を推進す る。

(3)先 端半導体素子の技術 開発を推進す る。 ∵

(4)ソ フ トウェア生産性を向上 させ る。

(5)情 報技術を統合化す る能力を強化する。

ESPRIT-llで は,以 上 の 自標 を実 現 す るため に,各 種 の テ ー マ別 の プ ロ

ジ ェク トを推 進 して い る。 前述 した半導 体 素 子技 術 の開 発 もその1つ で あ る。 半

導 体 製 造技 術 は,情 報技 術 の基 礎 を な して お り,今 後 の情報 産 業 の 競争 力 促進 の

重要 な カギ とな って い る。 特 に,ECで は特 定 用途 向 け集 積 回路(ASIC)の

研 究 開発 に注 目を して いる。 このASIC市 場 は,半 導 体 産 業 の 中で も最 も急速

に成 長 して い る分 野 の1っ で あ り,1990年 まで に全IC市 場 の30%に 達 す る もの

と見 込 まれ て い る。ECが この 市場 に力 を 入れ 始 め た理 由 は,

(1)た とえ 少量 生 産 で あ って も,ASICは 高付 加価 値 製品 で あ る。

(2)開 発投 資 に対 す る収 益 率が 高 い 。

等 で あ る。

ま た,シ リコ ンは次 の10年 間 にお いて半 導 体 産業 の バ ックボ ー ンにな る と思 わ

れ るが,ガ リウ ム砒素(GaAs)の よ うな化 合物 半導 体 も重 要 な研 究対 象 とな
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る と認 識 して い る。

周辺 機器 の研 究 テ ー マ と して は,大 容 量記 憶装 置,プ リン タ,デ ィスプ レイ等

が あ げ られ て い る。 記 憶 装 置で は,光 学 式大 容量 記 憶 装 置が,中 ・長 期 的 に は今

後 の市 場 を 占有 す る と予 想 して い る。 プ リンタで は,「 レーザ ー ・プ リ ンタや ノ ン

イ ンパ ク ト ・プ リ ンタを課 題 と して と りあ げて い る。 デ ィスプ レイの 研 究で は,

大 型,高 性 能,カ ラ ー画 面,高 解 像 摩 デ ィス プ レイ の研 究 開 発 を推 進 し,同 じ

ECプ ロ ジェ ク トの1っ で あ るRACE(後 述)に 反 映 させ て い く予 定 で あ る。

ソフ トウ・ア生産性 の向上では… ソフ トウ ・ア鎚 の開発 に当た って は・ ソフ

トウ ェアの ライ フサ イ クルの全 段 階 に注 目す る必 要性 を強調 して お り,プ ロ ジ ェ

ク ト管理 や 知識 工 学 もテ ーマ と しTて取 り上 げて い る。 特 に,知 識工 学 につ いて は,

現 在 発展 しつ つ あ る有 用 な技 術で あ.り,間 違 い な く他 の 情報 技 術 に影 響 を与 え る

もので あ る と と らえ て お り,今 後,llこ一の 技 術が1990年 代 以降 の 競 争 にか な りの イ

ンパ ク トを 与 え る と予 想 して い る。『

2.2EUREKA

EUREKA(EuropeanResearchCoordinationAction:ヨ ー ロ ッパ 共 同研 究

活 動)は,1985年 に フラ ンスの ミッテ ラ ン大統 領 が ア メ リカのSDIを ベ ー ス と

した先端 技 術 開発 へ の 対抗 策 と して打 ち 出 した計 画 で あ る。 この 提案 を 受 けて,

同年EC10ヵ 国 とスペ イ ン,ポ ル トガ ル,ス ウ ェー デ ン,ノ ル ウ ェー フ ィ ンラ

ン ド,オ ー ス トリア,ス イ スの計17ヵ 国 が 参加 し,・EUREKAを め ぐる閣僚 会

議 が開 催 され,高 度 な 科学 技術 分 野 で の生 産性 とヨー ロ ッパ 全 体 の世 界 市場 で の

国 際競争 力 の 強化 とい う視 点 か ら,さ しあた り10の プ ロジ ェ ク トを掲 げ開 発 を始

め る こ と と した。 その 主 な もの は,ヨ ー ロ ッパ各 国 を結 ぶ コ ン ピュー タ ・ネ ッ ト

ワー ク,32ビ ッ ト小 型 ベ ク トル ・プ ロセ ッシ ン グ ・コ ン ピュー タ,ユ ー ロ レー ザ

ー(金 属加 工 ,エ レク トロミ クス,ロ ボ ッ トシステ ム用 の3種 類 の レーザ ー)等

で あ る。

ま た,1986年 の第3回EUREKA会 議 で は,従 来 の10プ ロ ジ ェク トに新 た に
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62の 研究 開発 プ ロ ジ ェ ク トの追 加 と開発 費総 額21億ECUが 承 認 され た。 プ ロ ジ ェ

ク トへ の参 加件 数 は,フ ラ ンスが 最 も多 く62件 中40件,次 いで イギ リスが29件,

西 ドイ ツが これ に続 いて い る。

さ らに,1987年12月 の第4回EUREKA会 議 で は,す で に合 意 ず みの62計 画

に追 加 して新 た に37の プ ロ ジェ ク トの 実施 が 合意 され た。 主 な プ ロ ジ ェ ク トは,

エ キ スパ ー ト・シス テ ム(予 算6,400万ECU,期 間2年),石 油採 掘 機 の 自動 化(予

算2,600万ECU,期 間4年),16Mビ ッ ト非 揮発 メモ リー(予 算4億ECU,期 間5年)

等 で あ る。

なお,EUREKAはESPRITが 主 と して 基礎 研 究 を 中心 と して い るの に

対 し,実 用(即 商 品 化等)に 結 びつ く研 究 に重点 が おか れ て い る。EUREKA

はあ くまで情 報 技術 の研 究 開 発 を基 盤 と した もので あ り,ア メ リカのSDIを 意

識 して い る もの の軍 事 目的で な い こ とが 確認 され て い る。

2.3RACE

RAcE(R&DinAdvancedc6mmunicationTechnologiesforEurope:ヨ ー ロ

ッパ 先端 通信 技 術 研究 開発)は,世 界 の 通信 技 術分 野 にお け る ヨー ロ ッパの 国 際

競 争 力 を強 化す るた め,EC加 盟 国 の通 信技 術 ベ ンダー の協 力 を得 て,1985年 に

策定 した研 究 開発 計 画で あ る。 この ね らいの1づ{g,'ヨ ー ロ ッパ 全域 にわ た る通

信 網,特 にISDN計 画 をECレ ベ ル で 標 準:イヒし,互 換 性 を も っIBC

(lntegratedBroadbandCommunications:統 今 広 帯 域 通 信 網)を1995年 ま で に

確 立 す る こ とにあ る。 このIBCに は,公 衆 電 話 回線,統 合 サ ー ビスデ ィ ジタル

網,ケ ー ブル ・テ レビ ・シス テ ム等 の既 存 の ネ ッ トワー ク ・システ ムだ け で な く

高度 なテ レ ビ会 議 シス テ ム等 も含めて 考 え る こ とと して い る。1986年 まで の 予算

は,4,400万ECUで あ る。1987年 か ら1991年 まで の 第1フ ェー ズの 予 算 は,16億

ECUと な って い る。

以上 が,主 な プ ロ ジェ ク トで あ るが,ECで は1987年9月 に研 究 開発 相 理事 会

を 開 き,1987年 か ら1991年 まで の 科学 技 術 開 発5ヵ 年 計 画 を決 定 した。 予 算総 額
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は,53億9,600万ECUで あ る。 研究 内容 は,① 健康 ・環境,② 情 報技 術 ,③ 工 業

近代 化,④ バ イオ テ ク ノ ロ ジー,⑤ エネ ル ギ ー,⑥ 海洋 工学,⑦ 技 術 協 力等 で あ

り,最 も力 を 入 れて い る部 門 は情 報 技 術で,次 いで エ ネ ルギ ー とな って い る。 加

盟各 国 の負 担 割合 は,西 ドイ ツが 最 も大 き く25 .5%,次 いで イギ リスの20%,フ ラ

ンスの18.5%と な って い る。
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3.ヨ ー ロ ッパ にお ける情 報産業

3.1ヨ ー ロ ッパ に お け る コ ン ピ ュ ー タ 産 業

西 ヨー ロ ッパ に お け る コ ン ピ ュー タ産業 を規 模 別 にみ ると次 の とお りで あ る。

大型 コ ン ピュー タの1986年 の 出荷 台 数 は1,513台,売 上 は対 前 年 比13%増 の 約62

億 ドル に達 した。1986年 以 降5年 間の売 上 成 長率 はや や 低迷 し,平 均 伸 び率 は,

年6.5%と 予測 され る。 これ は,大 型 コ ン ピュー タ市 場 が既 に飽 和 状 態 に達 して

い る こ とと価 格 の わ りに高 性能 な小 型機 が 台 頭 しそ き た ことが 原 因 とみ られ る。

国 別 にみ る と,西 ドイ ツが 西 ヨー ロ ッパ 市場 の30%を 占め て い る。 西 ドイ ツで

は,出 荷 台数 にお い て は国 産 メー カ ーのSiemensがIBMを 押 さえ て トップで あ

る。 イギ リスで は,対 前 年 比11%増 で 出荷 金額 が10億 ドル に達 した。 これ はIC

LとIBMの 高 性能 メ イ ンフ レー ムの 出荷 が好 調 な た め と見 られ て い る。 フ ラ ン

ス は 出荷 台 数 ・金額 と もにイ ギ リス に次 いで3位 で,市 場 はIBM,Bul1,Unisys

が 占めて い る(図 表3-1参 照)。

一 方 ,メ ー カ ー別 の シ ェアで み る と,大 型機 市場 で はIBMが42%を 占 め,続

くSiemensの19%を 大 き く引 き離 して い る。 次L{でICL8%,Unisys5%と な

って い る。

中型 コ ンピ ュー タは,1986年 は 出荷 台数,売 上 と もに振 るわ ず,出 荷台 数 は対

前 年 比9%減 の1万6,700台,金 額 に して5%減 の約56億 ドル に と どま った。 こ

の低 迷現 象 は大 型機 と同様,市 場 の飽 和状 態 が原 因 で あ るが,こ れ は一 時 的 な も

の とみ られ,1992年 に は 中型 機 の 出荷 は2万7,000台,89億 ドル に達 す る と見 込

まれ て い る。

国 別 にみ る と,イ ギ リス は出 荷 台数,設 置 台数 と もに1位 だ が,そ れ で も設 置

台数 は対 前 年比 で14%も 落 ち込 み,主 要4ヵ 国 の うち で最大 の 減 少 率 とな って い

る。 西 ドイ ツ も出荷 台数,金 額 と もに下 落 し,設 置 台数 にお いて はイ ギ リス に次
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いで2位 だ が,1991年 まで に は イギ リスを抜 いて1位 にな る と予測 され る(図 表

3-2参 照)。

メー カ ー別の 出荷 台 数 の シ ェアを みて み る とIBM21%,DEC14%,Bull11%,

Hewlett-Packard5%と な って い る。

小型 コ ン ピュー タの 分 野 で は,1986年 の 出荷 台数,金 額 と もに前 年 に比 べ9%

増 加 して い る。 出荷 金 額 は約59億 ドル で,全 マル チ ・ユ ーザ ー ・コ ンピ ュー タ市

場 にお け る小 型 機 の 占有 率 は33%に あ た る。1992年 に は出荷 金額 は約114億 ドル

に達 し,市 場 占有 率 も39%に 増 加 す る と期 待 され て い る。

国 別 にみ る と出荷 金額 と して は西 ドイ ツ,フ ラ ンスが 大 きな市場 とな って い る

が,台 数で はイ ギ リスが最 高 の 出荷状 況 を示 して い る(図 表3-3参 照)。

メーカ ー別 シ ェアで は,出 荷 台 数 はIBM13%,次 いでDEC,Olivettiが 各

9%,ICL8%,Unisys7%と な って い る。

PCは,ア メ リカ の市 場 の 低迷 と ヨー ロ ッパ に お け るPC企 業 の 業績 悪 化 に も

かか わ らず,1986年 の ヨー ロ ッパで の売 上 は比 較 的好 調 だ った。販 売 台数 は,3

万台 ほど減 少 して511万 台 に と どま ったが,こ れ は家 庭 用PCが あ る程度 普 及 し

たたあで,金 額 的 に は18%増 加 して 約81億 ドル に成長 して い る。

国別 にみ る とPC分 野 で は,西 ドイ ツが大 幅 に市場 を拡 大 し,1986年 には約13

億 ドル に成 長 した。 また,ス ペ イ ンが め ざ ま しい成 長 を遂 げ てお り,出 荷 台数 に

して15%も 伸 び た(図 表3-4参 照)。 .

メー カー別 シ ェアで は,AmstradとCommodoreが22%と 圧 倒 的 な 出荷台 数 を示

し,IBMの8%を 大 き く引 き離 して い る。 以 下,Olivetti5%,Apple2%と

な って いる。

以上 の とお り,西 ヨー ロ ッパ全 体 にお け るメ ーカ ー別 コ ン ピュー タ 出荷状 況 を

み る と,ア メ リカの コ ン ピュー タ業 界 が相 変 わ らず 不調 を脱 して い な いの に もか

かわ らず,依 然 と して ア メ リカ系 メ ー カーが 強 い勢 力 を誇 って い る こ とが わ か る。

出荷 金額 で は,大 型 コ ン ピ ュー タの68%,中 型 コ ン ピュー タの59%,小 型 コ ン ピ

ュー タの49%が ア メ リカ系企 業 によ って 占め られて い る。 な かで もIBMは,不
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図表3-1 西 ヨー ロ ッパ に お け る国 別大 型 コン ピ ュー タ出 荷状 況 と予 測(1985～1989年)

(単 位:台/百 万 ドル)

1985年 1986年 1987年 1988年 1989年

国 名

出荷台数 金 額 出荷台数 金 額 出荷台数 金 額 出荷台数 金 額 出荷台数 金 額

西 ドイ ツ 337 1,618 438 1,817 380 1,608 361 1,588 421 1,895
フ ラ ンス 194 912 209 971 220 1,042 269 1,130 285 1,173

イ ギ リス 317 983 314 1,093 330 1,194 339 1,288 356 1,366

イ タ リア 164 558 189 750 195 789 197 821 215 878

オ ラ ンダ 64 273 61 268 67 300 69 319 73 331,
ベ ル ギ ー 46 183 49 201 47 197 54 233 56 23b

ス ウ ェ ー デ ン 36 163 48 223 63 276 64 286 55 241

デ ン マ ー ク 22, 108 28 142・ 34 176 31 161 33 168

ノ ル ウ ェー 29' 154' 18 89 25 126 30 151 26 1128
フ ィ ン ラ ン ド 18 58 18 64 19 69 20 75 22 80

スイ ス 43 167 48 192 57 233 59 248 67 276

オ ー ス ト リア 22 82 36 138 36 141 35 137 44 169
スペ イ ン 57 229 57 236 63 271 79 354 76 347

計 1,349 5,485 1,513 6,184 1,536 6,421 1,607 6,789 1,729 7,287

(注)1985,1986年 は 実績 値,1987年 以 降 は予 測 値
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図 表3-2西 ヨ ー ロ ッパ にお け る国 別 中型 コ ン ピュー タ出荷 状 況 と予 測(1985～1989年)

(単 位:台/百 万 ドル)

1985年 1986年 1987年 1988年 1989年

国 名
出荷台数 金 額 出荷台数 金 額 出荷台数 金 額 出荷台数 金 額 出荷台数 金 額

西 ドイ ツ 3,613 1,265 3,360 1,131 3,790 1,301 4,480 1,492 4,550 1,593

フ ラ ンス 3,309 1,136, 3,280 1,161 3,100 1,119 4,350 1,392 4,810 1,443

イギ リス 4,620 1,178 3,980 1,156 . 4,380 1,323 5,300 1,569 5,590 1,671

イ タ リア 1,550 589 1,350 529 1,650 660 2,280 820 2.900' 1,022

オ ラ ンダ 909 302 790 270 890 .・3i10: 950 325 1,100 368

ベ ル ギ ー 681 238 510 184 640 218 710『 256 810 286

ス ウ ェ ー デ ン 689 234 560 196 680 231 790 263 770 251

デ ン マ ー ク 253 88 335 120 280 103 350 122 420 143

ノ ル ウ ェ ー 542 157 500 159 530 172 590 182 610 184

フ ィ ン ラ ン ド 382 140 235 89 340 121 400 150 450 165

ス イス 662 230 675 242 620 236 840 300 900 315

オ ー ス ト リア 320 116 320 119 400 140 450 162 510 180

スペ イ ン 770 264 805 285 1,100 404 1,340 483 1,310 481

計 18,300 5,936 16,700 5,641 18,400 6,337 22,830 7,514 24,730 8,104

(注)1985,1986年 は実 績値,

〈資料>IDCEUROCAST
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図表3-3 西 ヨー ロ ッパ に お け る国 別 小型 コ ンピ ュー タ出 荷状 況 と予 測 (1985～1989年)

(単 位:台/百 万 ドル)
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1985年 1986年 1987年 1988年 1989年

国 名

出荷台数 金 額 出荷台数 金 額 出荷台数 金 額 出荷台数 金 額 出荷台数 金 額

西 ドイ ツ 31,500 1,166 36,500 1,299 41,000 1,415 45,620 1,621 53,520 1,902

フ ラ ンス 30,000 1,020 30,600 1,041 32,290 1,121 38,210 1,261 43,890 1,419

イ ギ リス 33,750 861 38,100 944 45,000 1,080 49,660 1,251 57,800 1,471

イ タ リア 30,300 851 31,300 906 31,500 945 37,700 1,112 43,560 1,259

オ ラ ンダ 7,500 219 9,275 279 10,130 311 11,160 352 12,100 375
ベ ル ギ ー 5,000 165 5,325 181 5,280 183 6,120 218 7,300 255

ス ウ ェ ー デ ン 5,500 168 5,650 178 6,000 193 6,800 225 8,230 267

デ ン マ ー ク 3,200 119 3,950 151 3,770 147 4,720 175 5,360 204

ノ ル ウ ェ ー 4,000 146 4,450 167 4,380 168 4,900
!

188 5,980 224
`フ ィ ン ラ ン ド 3,200 99 3,300 105 3,150 107・ 4,280 128・ 5,290 164
ス イス 5,700 191 6,050 209 5,760 203 6,770 246 7,820 278

オ ー ス ト リア 3,100 107 3,475 124 4,250 154 5,170 188 5,200 185

スペ イ ン 11,800 306 12,025 321 12,900 358 15,000 433 15,610 467

計 174,550 5,415 190,000 5,904 205,410 6,383 236,110 7,399 271,660 8,463

(注) 1985,1986年 は 実績 値,1987年 以 降 は予 測 値
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図表3-4 西 ヨーロ ッパにおけ る国別PC出 荷状況 と予測 (1986～1990年)

(単 位:台/百 万 ドル)

一

宗

ー

1986年 1987年 1988年 1989 1990年

国 名
1

出荷台数 金 額 出荷台数 金 額 出荷台数
v

金 額 出荷台数 金 額 出荷台数 金 額
「

西 ドイツ 1,291ジ750 ・! ,650 1プ{42ジ7、70 1,868 .r」 1,239,240 2,136 1,377,370 2,554 1,5 .10,05{〕 2,849

フ ラ ンス
'

757;010 1,355'
∨

・802
,370 1,440

'859
,320 1,548 943,500 1,819 1,041,710 2,059

イ ギ リス 1,157,300 1,635 1,115,530 1,770 1,155,330 2,032 1,275,820 2,394 1,430,310 2,667

イ タ リア 515,290 960 549,710 1,037 647,020 1,198 731,290 1,467 857,810 1,829

オ ラ ンダ 239,820 469 265,500 527 295,170 587 325,150 686 353,710 758

ベ ルギ ー 114,940 211 121,450 229 134,910 257 152,350 317 177,380 387

ス ウ ェー デ ン 134,260 350 151,690 384 171,140 429 196,760 512 216,830 564

デ ン マ ー ク

ノ ル ウ ェ ー

104,870

87,970

214

208

113,070
・

97,780

237

228

123,890

105,330

264

250

140,720

118,130

321

301

156,540

128,190

367

334

フ ィ ン ラ ン ド 94,450 210 98,360 229 106,020 256 118,690 313 131,360 359

ス イス 136,080 251 134,890 276 143,350 311 158,900 377 175,670 429

オ ー ス ト リア 91,500 155 100,830 186 114,900 211 129,150 259 149,300 315

スペ イ ン 380,560 406 398,980 503 435,030 643 491,770 816 559,950 987

計 5,105,800 8,074

1

5,092,930 8,914 5,530,650 10,122 6,159,600 12,137 6,889,710 13,904

(注) 1985,1986年 は実績 値,1987年 以 降 は予 測 値
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振 にあえ い で い る とは いえ,マ ー ケ ッ トシ ェア,売 上 高 な どで ケ タ違 い の規模 を

もつ ため,ヨ ー ロ ッパの コ ン ピュー タ市 場 に も大 きな 影響を 及 ぼ して い る。

3.2ヨ ー ロ ッパ に お け る情 報 サ ー ビス産業

ヨー ロ ッパ にお け る情報 サ ー ビス市 場 への ユ ー ザ ーの支 出 は,1986年 にお いて

240億 ドルで あ り,1987年 は290億 ドル が見込 ま れて い る。 ま た,今 後 数 年 は18

%前 後 で成 長 し,1992年 に は680億 ドル に達 す る と予 測 され て い る(図 表3-5

参照)。

これ らの内訳 を プ ロセ ッシ ング ・サ ー ビス,ソ フ トウ ェア ・プ ロダ ク ト,プ ロ

フ ェ シ ョナ ル ・サ ー ビス,タ ー ンキ ー ・シ ステ ムの 各 サー ビス 形 態 別 にみ る と

図表3-6の とお りで あ る。 プ ロフ ェ シ ョナル ・サー ビスへ の支 出 が最 も高 く,年

率20%の 伸 び を示 し,1992年 には239億 ドル に達 す る とみ られ る。 次 は,ソ フ ト

ウ ェア ・プ ロ ダ ク トで,成 長 率24%と 最 も伸 び が 期 待 されて お り,1992年 には

220億 ドル に達 す る。続 くタ ー ンキー ・システ ム とプ ロセ ッ シ ング ・サ ー ビス は,

前 者 が成 長 率17%を 示 し,1992年 には126億 ドル に達 す る と見 込 まれ,後 者 は9

%の 成 長 率 を 示 して お り,1992年 には99億 ドル に達 す ると予 測 され る。

1987年 と1992年 の 各 国別 の ユ ーザ ー の支 出予 測 は,図 表3-7の とお りで あ る。

この5ヵ 年 間 にお いて フラ ンスは69億 ドル か ら153億 ドルへ と2.2倍,イ ギ リス

は54億 ドル か ら134億 ドル へ と2.5倍,西 ドイ ツ は58億 ドルか ら133億 ドルへ と

2.3倍,イ タ リアは32億 ドル か ら81億 ドルへ と2.5倍 の成 長 が 見込 まれ て い る。

また,国 別 のユ ーザ ー支 出 割合 は,1987年 にお いて は フラ ンスが 最 も大 き く約

24%を 占め,次 いで 西 ドイ ツの20%,イ ギ リスの18%と 続 いて い る(図 表3-8

参 照)。
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図 表3-5情 報 サ ー ビ ス の ユ ー ザ ー 需 要 予 測(1987年,1992年)
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図 表3-6サ ー ビ ス形 態 別 ユ ー ザ ー 支 出 の 実 績 と予 測(1986年/1987年,1992年)
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図 表3-7国 別 ユ ー ザ ー支 出予 測(1987年,1992年)
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図 表3-8国 別 ユ ー ザ ー 支 出 予 測(1987年)
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4.主 要国における情報化の現状

4.1イ ギ リス

(1)情 報 化の 概 況

産 業 の国 際 競争 力 の低 下 に悩 む イ ギ リスは,新 技 術 に対 す る開発 へ の取

り組 み が立 ち遅れ た結果 で あ る との認 識 に立 って,積 極 的 な産 業技 術 の研

究 開 発 お よ びそ の実 用化 の促 進,国 有 企 業 の民 営 化等の改 築 を推 進 して い

る。

同 国 にお け る研 究 開発 投 資 額 は,1983年 の イギ リス貿易 産 業省 の 調 べ に

よれ ば,総 額65億8,000万 ポ ン ドで あ り,そ の50%を 政府 が 支 出 して い る。

産 業 別 で は,コ ン ピュー タを 中心 とす るエ レク トロニ クス分野 へ の 投 入が

圧 倒 的 に高 い 。

情 報技 術 開 発 の最 も重 要 な プ ロ ジ ェク トは1983年 に発足 したAlvey計 画

で あ る。 日本 の第 五世 代 コ ンピ ュー タ ・プ ロジ ェク ト等,諸 外 国の 次世 代

情 報 技術 開 発 の動 きに危 機 感 を覚 え た同 国政 府 が,対 抗策 を検 討 す るた め

に委 員会(委 員長 の 名前 か らAlvey委 員会 と呼 ばれ た)を 設 置 し,先 進 の

マイ ク ロ ・エ レ ク トロニ ク ス と第 五 世 代 コ ン ピュー タに よ りイ ギ リスの競

争 力 を高 め よ う との ね らい に基 づ くプ ロ ジ ェク トで あ る。推 進 主 体 は,貿

易 産業 省,国 防省,科 学 技 術研 究 協 議 会(SERC:ScienceEngineering

ResearchCouncil)で あ り,具 体 的 には,貿 易産 業省 内 に設 置 され たAlvey

事 務局 が 運営 に あ た って い る。 この 計 画 は,5年 間 で総額3億5,000万 ポ

ン ドをか け て産 ・学 ・官 が 一体 とな って研 究 開発 を行 って い る。 費 用 負担

は,通 産 省1億1,000万 ポ ン ド,国 防省4,000万 ポ ン ド,民 間 企業1億

5,000万 ポ ン ド,SERC5,000万 ポ ン ド(主 と して大学 等 の研 究機 関で

開発 を行 う予 算)と な って い る。

研 究 分 野 は,次 の とお りで あ る。

①lntelligentKnowledgeBasedSystems(IKBS)
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②SoftwareEngineering

③Man-Machinelnterface(MMI)

④VeryLargeScalelntegration(VLSI)

⑤lnfrastructure(Communication)

⑥LargeScaleDemonstration

1986年7月 現 在 にお け るプ ロ ジ ェク ト数 は302件 とな って お り,各 分

野 ご との資 金 の 内訳 は図表4-1の とお りで あ る。 ま た,参 加 機 関 は,

企 業108,大 学53,高 等専 門 学 校11,研 究所20と な って い る。

同 国 の 貿 易 産 業 省 で は,次 期Alvey計 画 に つ いて委 員会(委 員長:

Bite)を 設 置 し,検 討 を行 った結 果,5年 間,総 額10億5,000万 ポ ン ド

(研 究開 発 に5億5,000万 ポ ン ド,応 用 計 画 に5億 ポ ン ド)の 構想 を打

ち 出 した。 この第2期Alvey計 画で は,応 用 段 階が 重視 され て い る。

一 方 ,通 信 政 策 は,1981年 に電 気通 信 公社(BT)を 設 立 して以 来,

電 気通 信 事 業の 自由化 を 行 って きた が,1984年 に電 気 通信 法 が施 行 され,

これ を受 け てBTは 民 営 化 され イ ギ リス電 機 通 信 株 式 会 社(British

Telecommunications)と な った。 同法 の施 行 に伴 い,BTの 電 気 通信 分

野 にお け る独 占体制 は廃止 され,BT以 外 にMercuryCommunications社,

Hull市 営電 話 会 社,Collnet社,Racal-Vodafone社 の4社 が 公 衆電 気 通

信 業者 と して認 可 され たが,BTの 優 位 は不 動で あ り,競 争 者 と呼べ る

の はMercuryCommunications社 だ けで,そ の シ ェア も数%に とど ま って

い る。 貿易 産 業省 で は,BTをAT&TやIBMに 対 抗で き る企 業 に し

た い と考 えて お り,民 営 化 を契 機 に メ ー カー と して の 機能 を強 化 す る方

針 で あ る。
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図表4-1Alvey計 画の 資 金 お よび プ ロ ジェ ク ト数

政 府 支 出(£m)プ ロ ジェ ク ト数
・

'

産

、 〆 、

業 学 界 産 業 学 界

IKBS339385243

SOFT28 32 53134

VLSI61 62 25622

MMI27 22 44216

COM4 50 020

DEMO25 30 040

TOTAL180.810.9187115

〈資 料>JETRO技 術情報260

1一 方 ,イ ギ リス政府 で は,以 上 の よ うな情 報 化政 策以 外 に も1960年 代 か

ら各種 の 振 興策 を 実施 して きた。 そ れか らの1っ が1966年 のNCC(the
.

NationalComputingCenter)の 設 立 で あ る 。 同 セ ン タ ー は,コ ン ビ ュ ー

タ利用の促進,ソ フ トウ ェア開発への助成等 を目的 とした非営利団体であ

る。NCCの 現 在 の職 員数 は,450名 で あ り,最 近 の主 な活 動 は次 の とお

りで あ る。

① 情報技術に対す るユーザーの各種の意見を調整,集 約 し,イ ギ リス政

府への提言の とりまとめ

② 政 府 の ソフ トウ ェア重 視 の政 策 の一 環 と して1986年 にSoftwareTools

DemonstrationCenterの 設 立 す で に,利 用 者 は1,000名 以 上 と な っ た 。

③ エ キ スパ ー ト ・シス テ ムの開 発

④ 企業の経営者層 と情報処理部門の一層の協力関係強化キ ャンペー ンの

実施

⑤ 中小 企 業 向 けの 各種 ソフ トウ ェア ・パ ー ケ ー ジの 開発 と販 売

⑥

⑦

⑧

ア ジア諸国向 けの情報技術 トレーニ ング,計 画の策定

情報技術に関す る各種教育用 ツール(VTR,書 籍等)の 開発 と販売

OSIの 積極的な普及
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⑨MAP(ManufacturingAutomationProtocol)導 入 の た め注 意事 項

を ま とめ た報告 書 の 作成

⑩ 情 報技 術 とプ ラ イバ シー問 題 に っ いて の調 査研 究

その 他 の 情 報 化 振 興 策 と して,イ ギ リス政 府 は,1982年 を 情報 技 術 年

(lnformationTechnologyYear:IT'82)と 定 め大 々的 な キ ャ ンペ

ー ンを展 開 して きた。 重 点課 題 と して は,情 報 技術 に対 す る新 しいサ ー

ビス需要 の増 進,情 報 技 術 に 関連 す る製 品 や サ ー ビスの進 展 に伴 う法 制

度の 改革,国 民 ・企業 に対 す る情 報技 術の 普及 ・振 興,新 製 品 や新 技 術

の 開発 促進 等 で あ る。

これ に関連 す る具 体 的 な施 策 は,次 の とお りで あ る。

① 情 報 技術 分 野 の研 究 開発 助 成 研 究 開発 へ の直 接 助成 で あ る。

②AMT計 画(AdvancedManufacturingTechnology)CAD/CAM

技 術へ の助 成 で あ る。

③OAP(OfficeAutomationProject)OAの 開発 導入 を促 進す る制

度 で あ る。

④ 学 校パ ソ コ ン導 入計 画 小 ・中学 校 へのPC導 入 の ため の施 策 で あ る。

⑤ 教 育 マ イ ク ロ ・エ レ ク トロニ クス化計 画 教 育 ・訓 練 用 に情 報 機器 の

利 用を 促進 す るため,教 師 を 対象 に必 要 な教材 の 入手 を援 助 す る。

⑥ 情 報 技術 セ ン ターの拡 充 貿 易産 業 省 は,労 働 力 サ ー ビス委 員 会 と協

力 し,情 報 技 術 セ ンター の拡 充 を 行 って い る。 各 セ ンターで は,失 業者

を 対象 に情 報 処理 に関 す る作 業 経 験 を習 得 させ て関 連 産業 へ の就 職 斡 旋

を 図 って い る。

⑦OSIテ ス トセ ンタ ーの 設立OSIモ デ ルの適 合 テ ス トと製 品 の認

定 等 を行 う。

⑧ 電 気通 信 サ ー ビスの拡 充 と普及 ・振 興
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(2)コ ン ピュー タ産業 の 動 向

① 大 型 コ ン ピュー タ

イ ギ リスの大 型 コ ン ピュ ー タ市 場 は,出 荷 金 額10億9,300万 ドルで ,

初 め て10億 ドルを 突破 し西 ドイ ツに 次 ぎ2位 とな った。 金額 で は,前 年

比11%増 とな った 一方 で 出荷台 数 が317台 か ら314台 に減 って い るが,

これ は・ICLやIBMが よ り高 価格 の メ イ ン フ レー ムを 出荷 して い る

こ とが 原 因で あ る。

メ ーカ ー別 で は,出 荷 金額 がIBM(47%),ICL(25%)の 順 位 ,

出荷 台数 がICL(37%),IBM(33%)の 順 位で あ り,こ の2社 で

70%以 上 を 占あて い る。'

IBMは,1980年 代 初 期 にICLを 抜 きイ ギ リス内 で大 き く進 出 した。

また,ICLは 古 くな った2900シ リー ズに代 わ り39シ リーズ を導 入 した

こ とが 成 功 し,順 調 に台 数 を伸 ば して い る。1992年 まで の予 測 で は,市

場 は成 長 を続 け るだ ろ う と予 測 さ.枢 し'6(図 表4-2参 照)・

② 中型 コ ン ピュー タ

中型 コ ン ピュー タの 市場 は,出 荷 台 数が3,980台 で西 ヨー ロ ッパ 内で

1位 で あ った が,出 荷 金額 は1i偉,5,600万 ドルで フラ ンス に次 ぎ2位 で

あ った。 出荷 台数 は1985年 め4,620台 よ り14%減 少 したが,こ れ は西 ヨ

ー ロ ッパ 内 で最 も減 少率 が 大 きか った。

メー カー別 で は,DECが 前 年 よ り シェアを 伸 ば し出荷 台 数で1位,

金 額で2位 とな った。IBMは 金 額 で は1位 だ が,台 数 で3位 で あ る。

競争 が 激 しくシ ェア を数 社 の メ ー カーで 分 け合 って い る(図 表4-3参

照)。

③ 小 型 コ ン ピュー タ

イギ リスの 小型 コ ン ピュー タの 出荷 台数 は西 ヨー ロ ッパで 最 大 の3万

8,100台 で,前 年 の3万3,750台 に比 べ13%の 伸 び を示 した。 また ,出

荷 金額 は9億4,400万 ドル で10%の 伸 び とな り,他 の 国 と同 様 に 小型 コ
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ン ピュ一 夕の 低価 格 化 の影 響 が み られ る。

メ ー カー別 で は,出 荷 台数 で は,ICL27%,DEC14%,IBM4

%の 順 位 で あ り,出 荷 金額 で はDEC20%,ICLl4%,IBM8%の

順 位 とな って い る(図 表4-4参 照)。

④ パ ー ソナル ・コ ン ピュ ー タ(PC)

イギ リスのPC市 場 は 出荷 台 数で は前年 比22%減 の115万7,300台,出

荷金 額 で は,24%増 の16億31500万 ドル とな り,前 年 の西 ヨー ロ ッパ 内

1位 の 位 置 を,と も に 西 ドイ ツ に譲 り2位 どな っ た'。'

メ ー カ ー 別 で は,出 荷 台 数 で は,Amstrad
.41%,Commodore10%,

Aco「n9%の 順 位 で あ り ・ 出 船 額{ま ・13M21%・Amst「ad12%・

Olivetti5%の 順 位 とな って い る。

Amstradは,ビ ジネ ス用,家 庭 用,教 育用 の3分 野 でのPCの 販 売 と

Sinclairの 買 収 に よ り優勢 とtsり,出 荷 台数 に お いて1位 とな った(図

表4-5参 照)。

図 表4-2イ ギ リス にお け る大 型 コ ン ピュー タの メ ー カー別 出 荷状 況(1986年)

メ ー カ ー 出荷台数 シ ェ ア 出荷金額 シ ェア

(百 万 ドル)

IBM 105 33% 515.0 47%

ICL 115 37% 278.0 25%

Amdahl 25 8% 100.0 9%

NAS 20 6% 58.0 5%

Unisys 13 4% 52.0 5%

Honeywell-Bull 19 6% 38.3 4%

その他 17 5% 51.3 5%

合 計 314 100% LO92.6 100%

〈資 料>IDCEUROCAST
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図表4-3イ ギ リス に お け る中型 コ ン ピュー タの メー カ ー別 出荷 状況(1986年)

メ ー カ ー 出荷台数 シ ェ ア 出荷金額 シ ェ ア

(百 万 ドル)

IBM 510 13% 238.3 21%
DEC 725 18% 214.8 19%
ICL 410 10%' 161.8 14%

Honeywel十Bull 425 11% 121.6 11%

Ferranti 628 ・16%
71.8 6%

McDqnnellDouglas 160 4% 57.1 5%
Prime 170 4% 46.2 4%

He川ett-Packard 158 4% 43.5 4%

その他 794 20%一 、 200.8 17%

合 計 3,980 100%、 1,156.0 100%

〈資 料>IDCEUROCAST

図 表4-4イ ギ リス にお け る小型 コ ン ピュー タの メ ー カ ー別 出荷状 況(1986年)

メ ー カ ー 出荷台数 シ ェ ア 出荷金額 シ ェ ア

・(百 万 ドル)

DEC 5,340 14% 188.8 20%
ICL 10,430 27% 133.3 14%

IBM 1,445 4% 72.6 8%

Altos 1,195 3% 45.4 5%
Honeywell-Bull 535 1% 36.6 4%

Hewlett-Packard 790 2% 36.0 4%

その他 18,365 48% 431.0 46%

合 計 38,100 100% 943.9 100%

〈資 料>IDCEUROCAST
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図表4-5イ ギ リース にお け るPCの メー カ ー別 出荷 状況(1986年)

メ ー カ ー 出荷台数 シ ェア 出荷金額 シ ェ ア

(百 万 ドル)

IBM 88,230 8% 332.5 20%

Amstrad 470,500 41% 195.2 12%

Olivetti 22,910 2% 77.4 5%

Apricot 27,800 2% 73.6 5%

Apple 30,000 3% 71.7 4%

DEC 6,000 1% 58.8 4%

Hewlett-Packard 10,450 1% 56.6 3%

Compaq 9,570 1% 55.3 3%

Sun 2,310 0% 50.8 3%

Commodore 113,500 10% 49.9 3%

Acorn 99,000 9% 43.8 3%

Unisys 8,500 1% 42.9 3%

その他 268,530 23% 526.3 32%

合 計 1,157,300 100% 1,634.8 100%

〈資 料>IpCEUROCAST

4.2西 ド イ ツ

(1)情 報化の概況

西 ドイツ(ド イツ連邦共和国)に おける情報化政策 は,1967年 か ら開始

され,3次 にわた る情報処理振興計画を中心に推進 されて きた。 しか し,

イギ リスや フ ラ ンス が:国 産 メイ ンク レーマ ー育 成 を急 務 と考 え て き たの

と相 違 し,同 国 で はSi・emensが 比 較 的 早 い次 期 か らコ ン ビュー一夕を 製造 し

て いた こと もあ り,こ れ らの 振興 計 画 で は,メ イ ンフ レー ムのみ な らず,

小型 機 分野,ざ らに アプ リケ ー シ ョン分 野 に至 るまで 幅広 く情報 化 を と ら 、

え,政 策へ と展 開 して きた。

第1次 計 画{ま,1970年 ま で の4年 間 に3億5・000万 ドル を投 入 し・ 政府 ・

公共 部 門 にお け る情 報 処 理 ジス テ ムの 高度 化 とネ ッ トワー ク ・シス テ ムの

導 入等 を行 った 。 ま た,'情 報 化推 進 の 中心 的役 割 を担 うため に,研 究 技 術

省(BMFT:BundesministeriumfifrForschungundTechnologie)お
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よ び州政 府 の支 援 に よ り(特)数 理 デー タ開発 公 社(GMD:Gesellschaft

ftirMathematikundDatenverarbeitung)(後 述)が 設 立 されて い る。

第2次 計画 は,1971年 か ら1975年 の5年 間で11億1,100万 マ ル クを投 入

し,教 育 分野 や ア プ リケ ー シ ョン分野 等 の振 興 を行 った。

第3次 計画 は,1976年 か ら1979年 まで の4年 間で15億7,000万 マ ル クを

投 入 し,第2次 計画 と同 様 に ア プ リケ ー シ ョン分 野 と新 た に コ ン ピュー タ

産 業 の研 究 開発 を 中心 と した振 興 を行 った。

これ らの3次 に わ た る振 興 計 画 の後,情 報 技術 開発 計 画(新5ヵ 年 計 画)

が 策定 され,1984年 か ら1988年 の5年 間 に30億 マル クの投 入 が 予 定 され て

い る。 新5ヵ 年 計画 で は,ISDNに 必 要 な光通 信技 術 の 開発,半 導 体 技

術 の 開発,新 コ ン ピュ ー タ ・ア ーキ テ ク チ ャーの開 発等 が予 定 され て い る。

一方 ,通 信 政 策 につ いて は,郵 電省(DBP)が 統 轄 して お り,同 省 は

郵 便事 業 と電 気 通信 事 業 を共 に管 轄 して い る。1986年 の 年 間予 算 は連 邦 予

算 の4分 の1に 匹敵 す る757億 マル クで あ る。公 衆通 信 サ ー ビス料 金 は全

国均 一 で しか も安 く設 定 して あ るが,専 用 回線料 金 は諸外 国 よ り比 較 的高

い。専 用 回線 と公衆 通 信網 との相 互接 続 に対 す る規制 を設 けて い るが,I

SDNに っ いて は すで に1976年 にテ レ ックス,テ レ ックス,デ ー タ伝送 サ

ー ビス を1つ の 交換 網 に統 合 して お り,1984年 か らは,ISDN施 行 プ ロ

ジェ ク トと して 光 ケ ー ブル通 信 網 の敷 設(BIGFON計 画)が,デ ュ ッ

セル ドル フ等 の 主要 都 市 で進 め られて い る。

次 に前 述 したGMDの 最 近 の活 動 内容 にっ いて述 べ る。GMDは,1968

年 に設 立 され,西 ドイ ツに 設 置 されて い る国立研 究 セ ンター の1っ で 最 も

先端 的 な情報 技 術 の研 究 ・開発 をめ ざ して い る。GMDの 年 間予 算 は約1

億500万 マ ル ク(1986年)で,約900名 の職 員 を擁 して お り,産 業 界 との

緊 密 な協 力 の もとに,西 ドイ ツ国 内5ヵ 所 の研 究私 設で 基礎 研 究 か ら実 際

の 製品 開 発 まで,情 報 ・通 信 技 術 の研 究 開発 に取 り組 ん で い る。GMDで

は,研 究 開発 の 各種 プ ロ ジ ェ ク トを通 して,年 間2,000万 マ ル クの 利 益 を
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計上 して いるが,連 邦政府 とGMDの 主要施設のあ るノル トライン ・ヴェ

ス トファー レン州か らの予算 も組み込まれている。

GMDの 主な業務 は,次 のとお りである。

① 数学および情報技術分野の研究開発が最 も重要 な業務であ るが,職 業

訓練や学術研修における教育 も行 う。

② 公共行政機関,特 に連邦政府機関の諮問に応え,支 援機能を果すほか,

大学,メ ーカー,ユ ーザーに対 して も情報技術のアプ リケーシ ョンおよ

び機能拡張に関 して支援 を行 う。

③ 情報処理 と通信 システムを活用 し,連 邦政府,州 政府および契約 に基

づ き第三者ユ ーザーの コンピュータ能力 を支援す る。

GMDは,非 営 利事 業 団 体 で あ るので,学 界 産 業界 お よび ユー ザ ー とは

違 った立 場 か ら研 究 開 発 を進 あ る こ とが で き る。 具体 的 に は,メ ー カ ー側

とユ ーザ ー側 との協 力 に よ って,統 合 的 な研 究活 動 が 可能 で あ る。 次 に,

産業 界 にお け る研究 開 発 とは対 照 的 に,.短 期 的,経 済 的 な制 約 を受 け る こ

とな く,長 期 的 目標 を追 求 して,新 しい研 究 開 発分 野 の リス クを負 う こと

が で きる。 ま た,情 報 技 術 の ユ ーザ ー に対 し中立 的 な ア ドバ イザ ーの役 割

を演 じ,ユ ー ザ ーの 要望 や追求 を学界 や 産業 界 に伝 え る こ と も可 能で あ る。

また,GMDは 連 邦政 府 が 進 めて い る い くつ かの 情報 技 術 に関 連 す る ジ

ョイ ン ト・ベ ンチ ャーで も中心 的 な役割 を演 じて い る。 これ らの テ ー マ は,

次の とお りで あ る。

① コ ンピ ュー タ支援 設 計 に よ る集 積 回路 の 製 造技 術

②CAD技 術 の 開 発

③ 新 しい コ ン ピュー タ ・アー キテ クチ ャの研 究

④ 知識 処 理 お よ びパ ター ン認識

さ らに,GMDに お け る最 近 の主 な研 究 に は,次 の よ うな テー マが あ る。
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① エ キ スパ ー ト・シス テ ムの 開 発 これ は,将 来 の情 報技 術 分 野 に お け

る非常 に重 要 な テー マ の1っ とな る。GMDで は,BABYLONと い

うエ キ スパ ー ト・シ ステ ムの ツー ルを 開発 し,こ れ に基 づ いて 自動車 の

オ ー トマ テ ィ ック ・ トラ ンス ミ ッシ ョ ンのた めの 診 断用 エ キ スパ ー ト・

システ ムを 開発 した6

② ソ フ トウ ェア生 産 性 向上 の 研 究 ソフ トウ ェア開 発 に際 し,計 画,製

造,試 験,保 守 の 各 段 階 にお け る開発 手法 の研 究 を 行 って い る。

③ 記号 デ ー タ処 理 の 研 究

④UNIX,Adaの 研 究 また,各 種 コ ンパ イ ラの 開発

⑤ 電子 メ ールや コ ンピ ュー タ会 議 システ ムを 中心 と した オ フ ィス ・シス

テ ムの研 究

(2)コ ンピュ ー タ産 業 の 動 向

① 大型 コ ンピュ ー タ

1986年 の 西 ドイ ツの大 型 コ ン ピ ュー タの 出荷 台 数 は438台,出 荷 金 額

は約18億1,700万 ドル で あ った。 これ は,西 ヨー ロ ッパ市 場 の 約30%を

占め,1985年 に続 き西 ヨー ロ ッパ 内で最 大 の市 場 とな った。 しか し,19

87年 はや や変 動 が 予測 され 出 荷状 況 は西 ヨrロ ッパ市 場 の約25%位 に縮

小 す る と思 われ る。 西 ドイ ツで は,IBMが 従 来 か ら優 勢 で あ ったが,

最近 にな り独 自の ア ー キ テ クチ ャーを持 つSiemensや プ ラ グ ・コ ンパ テ

ィブル メー カ ーのCompabexな ど に押 され っ っ あ る。 メー カ ー別 シ ェアで

は,台 数,金 額 と もに,Siemensが トップで あ り,次 にIBM,Compar

exと 続 い て い る(図 表4-6参 照)。

② 中型 コ ン ピュー タ

1986年 の西 ドイ ツの 中型 コ ン ピュー タの市 場 は,1985年 に比 べ,出 荷

台数 が7%減 で3,360台,出 荷金 額 が11%減3,100万 ドル と な った。 西

ヨー ロ ッパ 内の順 位 で は,出 荷 台 数 が イ ギ リスに 次 ぎ2位,金 額が フ ラ
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ン ス,イ ギ リス に 次 ぎ3位 で あ った 。 設 置 台 数 は,現 在 イ ギ リス に 次 ぎ

2位 で あ るが,1991年 ま で に は1位 に な る と 予 測 さ れ て い る 。

メ ー カ ー 別 シ ェ ア で は,IBMが 出 荷 台 数(22%),金 額(36%)と

も に トッ プ で あ る 。 以 下 金 額 で は,Siemens,DECと 続 き,台 数 で は,

Mannesmann-Kienzle,DECと 続 い て い る(図 表4-7参 照)。

③ 小 型 コ ン ピ ュ ー タ

小 型 コ ン ピ ュ ー タ 市 場 は,出 荷 金 額 に お い て 西 ヨ ー ロ ッパ 最 大 と な り

前 年 比11%増 の12億9,900万 ドル で あ った 。 金 額 ベ ー ス で は,1992年 に

は,28億6,100万 ドル ま で 伸 び る と予 測 さ れ て い る。 出 荷 台 数 は,3万

6,500台 で イ ギ リス に 次 ぎ2位 と な って い る。

メ ー カ ー 別 シ ェア で は,出 荷 台 数,金 額 と も にNixdorfが ト ップ と な

った 。 出 荷 台 数,金 額 の 両 方 に お い て,IBM,DECは シ ェ ア を や や

落 と し,一 方Siemensが シ ェ ア を 伸 ば した(図 ・表4-8参 照)。

④ パ ー ソ ナ ル ・コ ン ピ ュ ー タ(PC)

西 ドイ ツ のPC市 場 は1986年 に お い て 飛 躍 的 な 成 長 を 示 し,出 荷 台 数

は 前 年 の86万2,000台 よ り約50%増 の129万2,000台 と な っ た 。 出 荷 台

数,金 額 と も に 初 め て イ ギ リス を 抜 き1位 と な った 。

メ ー カ ー 別 に シ ェア で は,出 荷 台 数 でCommodoreが1位,次 にAmstrad,

Atariと 続 き,一 方 金 額 で はIBMが1位,次 にCommodore,Olivetti,

と 続 い て い る 。

ビ ジネ ス 用PCで はIBMのPC-ATア ー キ テ ク チ ャの 支 持 が 強 い。

ま た,家 庭 用PCで は,CommodoreのC16やPlus4な ど の 第 一 世 代PC

や,Commodore,Atariか ら のWIMPS(Windows,Icons,Mice,

Pointers)機 に × きな 売 上 が み ら れ た(図 表4-9参 照)。
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図表4-6

西 ドイ ツに お け る大型 コ ン ピュー タの メ ー カー別 出荷状 況(1986年)

メ ー カ ー 出荷台数 シ ェ ア 出荷金額
(百万 ドル)

シ ェ ア

Siemens

IBM

Comparex

そ の 他

228

136

27

47

52%
』31%

6%

11%

869.0

715.0

57.6

175.1

48%

39%

3%

10%

合 計 438 100% 1,816.7 100%

〈資 料>IDCEUROCAST

図 表4-7

西 ドイ ツ にお け る中型 コ ン ピュー タの メ ーカ ー別 出荷状 況(1986年)

メ ー カ ー 出荷台数 シ ェ ア 出荷金額 シ ェ ア

(百 万 ドル)

IBM 740 22% 401.5 36%

Siemens 294 .9% 167.7 15%
{

DEC 434 13% 124.3 11%

Buil 265 8% 80.2 7%

Mannesmann-Kienzle 565 17% 7τ7 7%

Hewlett-Packard 200 6% 55.2 5%

その他 862 26% 223.8 20%

合 計 3,360 100% 1,130.7 100%

〈資 料>IDCEUROCAST
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図 表4-8

西 ドイ ツ にお け る小型 コ ンピ ュー タの メ ー カー別 出荷 状況(1986年)

メ ー カ ー 出荷台数 シ ェ ア 出荷金額 シ ェア

(百 万 ドル)

Nixdorf 5,925 16% 269.9 21%

IBM 3,620 10% 192.1 15%

Siemens 6,355 17% 179.8 14%

DEC 2,625ご 7% 91.6 7%

HewlettrPackard 1,155 3% 52.4 4%

その他 16,820' 46% 512.9 39%

合 計 36,500 100% 1,298.9 100%

〈資 料>IDCEUROCAST

図 表4-9

西 ドイ ツにお け るPCの メ ー カー別 出荷 状況(1986年)

メ ー カ ー 出荷台数 シ'エ ア 出荷金額 シ ェ ア

(百 万 ドル)

lBM 69,950 5% 286.0 17%

Commodore. 532,650 41% 194.4 12%・

Olivetti 29,690 2% 105.1 6%

Amstrad 178,660 14% 97.0 6%

Siemens 25,500 2% 93.2 6%.

Atari 165,520 13% 84.4 5%

Tandon 19,800 2% 66.5 4%

Compaq 10,600 1% 62.3 4%

Hewlett-Packard 10,000 1% 52.9 3%

Epson 37,600 3% 49.2 3%

その他 211,780 16% 559.0 34%

合 計 1,291,750 100% 1,650.0 100%

〈資 料>IDCEUROCAST
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4.3フ ラ ン ス

(1)情 報 化 の概 況

フラ ンスに お け る情 報化 政 策 は,1966年 に首 相 直属機 関 と して 情報 代 表

部(D61egeal'Informatique)を 設 置 した時 か ら本格 的 には じま る。

まず,第1次PlanCalcul(1966年 ～1970年),第2次PlanCalcul

(1971年 ～1975年)そ して第3次PlanCalcul(1979年 ～1983年)が 実 施

され た。

第1次PlanCalculで は,国 策 会 社 で あ るCII(Compagnie

InternationalPourrInformatique)の 育 成 が行 われ た。 第2次Plan

Calculで は,CIIの 一層 の 強 化 と ソフ トウ ェア に重点が 置 かれ た。 第2

次PlanCalculか ら第3次PlanCalculま での4年 間で は,1975年 にCI

IとHB(HoneywellBull)が 合併 してCII-HBが 設 立 され たが,同

社 へ の 強力 な 支援,IC開 発5ヵ 年 計 画(lePlanCircuitInteqres)に

よ るIC産 業 の 育成 等 が 行わ れ た。 第3次PlanCalculで は,こ れ まで の

施 策 を統 合 し,情 報 化 政策 を 総 合 的 に推進 して きた。

第3次 計 画 の後,'エ レク トロニ クス5ヵ 年 計 画 が,1982年 か ら開 始 さ れ

た。 この計 画 は,前 述 のIC開 発5ヵ 年 計 画 を引 き継 い だ もので,大 型民

生 用 エ レ ク トロニ クスを 中心 と した広 範 囲 な分 野 を カバ ー した もの で あ る。

ま た,こ の年 に研 究 開発 の計 画 と方 向付 け に係 る法 律に基 づ いた動 員 計 画

が,提 案 され た。 この計 画 は,重 要度 の 高 い研 究 テーマ に関 し基 礎 研 究 か

ら実 用研 究 まで 官 民が 協 力す る こ とを 目的 と して お り,新 型 コ ン ピュー タ,

VLSIの 開 発,家 庭 用 エ レ ク トロニ クスの研 究 等 のプ ロ ジェ ク トが 実 施

され て い る。

1988年 度 にお け る産 業 省の 予 算 は,総 額257億 フ ラ ン(対 前年 度 比10%

減)で,1987年 度283億 フラ ン,1986年 度304億 フ ラ ンに比 べ て2年 連 続

して 減 少 した形 とな った。特 徴 と して は,情 報 化 対 策,宇 宙 技 術 開発,産

業 転 換 等 にお け る予 算増 加が 目立 って い る。 同 省の マ ドラ ン大 臣 は,情 報
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化 対策 予 算増 の背景 と して,「 情 報 関連 分 野 におけ る企 業 ネ ッ トワー クの

構 築 を将 来 的 に図 り,エ ネル ギ ー お よび鉱 物 資源 政策 同様 重 きを置 いて い

か ね ば な らな い。 」 と述 べ て い る。

一方 ,通 信政 策 は,1976年 ～1980年 の第7次5ヵ 年 計 画 で 電話 機 の普 及

を 中心 と した 電気通 信 サ ー ビスの 充実 を 行 って きたが,1981年 ～1985年 の .

第8次5ヵ 年計 画 で は,電 気 通 信 と情 報 処理 を 高度 に結 合 した社 会 を 表わ

す テ レマ チ ック政 策 の 実施 を行 って きた。 この政策 で は,光 ケー ブ ル と国

内通 信 衛星 を 組 み合 わ せ た通 信 網 の デ ジタル化,電 子 電 話 帳を 中心 と した

ビデオ テ ックス 「テ レテ ル 」 の開 発 と普 及 等 を実施 して きた。

フ ラ ンス政 府 は,同 国 の情 報 産 業 育成 の た め に,各 種 の専 門 機 関 を創 設

して育 成 策 を実 施 して い る。

INRIA(lnstitutNationalDeRechercheEnlnformatiqueEtEn

Automatique:国 立情 報 処 理 自動化 研 究 所)は,1967年 に設 立 され,1980年

に名 称 をIRIAか ら現 在 の'INRIAに 変 更 して 組織 な らび に研 究 内容

の拡 充 ・強 化 を図 った。

主 な活 動 目標 は,次 の とお りで あ る。

① 情報 技 術 に関 す る基 礎 分 野 な らび に応 用分 野 の研 究 ・開発

② 技 術 な らび に知 識 の産 業 界 へ の 移転.、

③ 国 際学 術 交流 の 促進

④ 国 際協 力 計 画へ の 寄 与

⑤ 標 準 化 な らび に規 格 化 へ の寄 与

INRIAの1987年 度 あ 予 算 は,3億2,800万 フ ラ ンと な って い る。 職

員 は,全 体 で800名 で あ り,そ の 内500名 が 研 究者 で あ る。 この研 究 者 の

内訳 は,正 研究 者 が200名,訓 練 生190名,公 立研 究所 か らの 出 向者75名,

一 般企 業 か らの技 術 者35名 とな って い る。設 置 コ ン ピュー タ は,メ イ ン ・

フ レー ム3台,ミ ニ コ ン ピュ ー タ15台 以 上,PC100台 以 上,LANに 接

続 され たUNIXワ ー クス テ ー シ ョン100台 以 上 等で あ る。INRIAの
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最 近 の主 な 研究 テ ーマ は,次 の とお りで あ る。

①VLSIの 論 理 回路 設計 システ ム

② 生産 管 理 の 自動化

③ ロボ ッ ト工 学

④ イ メ ー ジ処理

⑤ 人工 知 能

⑥ ソフ トウ ェア工 学.

⑦ デ ー タベ ース

⑧ 次世 代 コ ン ピ ュー タ

INRIAは,現 在,以 上 の よ うな研 究 テ ーマ を推進 して い るが,同 時

に研 究成 果 の で きるだ け早 い産業 分 野 への 移 転 に努 め てい る。 この た め に,

INRIAは 業 界 との 直接 的 な提 携,フ ラ ンス国 内 は もちろん ヨーpッ パ

の学 術計 画 へ の 積極 的 な参 加,研 究 成果 な らびに技 術 に関 す る情報 の 提 供

等で あ る。

業 界 との技 術 提携 先 は,コ ンピュ ー タ ・メ ーカ ーで は,BullThomson,

IBM等 で,ソ フ トウ ェア ・ベ ン ダ ーで は,TSEMA,CAP-SOGETI,

CISI等 で あ る。 また,提 携先 は これ ら情 報 産業 だ けで な く,自 動 車,

航 空 宇 宙,石 油,建 設 等 の業 界 に も及 ん で い るρ これ らの 企業 と毎年60件

以 上 の 契約 を締 結 して お り,そ の金 額 が全 予 算 に 占め る割 合 は15%と な っ

て い る。

ま た,ECに お け る研 究 プ ロ ジ ェ ク トぞ ぱ,ESPRIT,EUREK

A等 に も積 極 的 に参 加 して い る。ESPRITで は,ソ フ トウ ェア ・エ ン

ジニ ア リン グ,OAシ ステ ム,コ ン ピュー タ支 援 生産 シス テム等 の プ ロ ジ

ェ ク トを推 進 して い る。EUREKAで は,エ キ スパ ー ト・シス テ ム(ス

ペ イ ンと共 同研 究),EUREKAソ フ トウ ェア工場(西 ドイツ,ノ ル ウ

ェー と共 同研 究),道 路 交通 網 管理 システ ム(主 要 ヨー ロ ッパ 自動 車 企 業

と共 同研 究)等 の プ ロ ジェ ク トを推 進 して い る。
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国際 的 な交 流 で は,30ヵ 国以 上 と研究 の提 携 を行 って お り,毎 年500名

以 上 の 専 門家 を海 外 に派遣 し,ま た,海 外 か らは毎 年200名 の研 究者 を受

け 入 れて い る。 さ らに,ヨ ー ロ ッパ 内 は もち ろん,ア メ リカや 日本 の大 学

や 研 究所 との協 力 も積 極 的 に推 進 して い る。'

INRIAに お け る研 究成 果 や 技 術情 報 は,年2回 の業 界 関係 を対 象 と

した会 合で 発 表 され る と同 時 に文 献 資料 セ ンターで は定 期刊 行 物 と して ま

とめ,あ るいは,ビ デオや スライ ド等を作成 して技術情報の普及 ・振興に

努 めて い る。

フラ ンス政 府 で は,INRIAの ほか に も,情 報 処理 庁(ADI),行

鞭 靴 システム研究センター(CESI 、A!搬 立 し請 難 業の育成

を行 って い る。

ADIは,情 報 処 理技 術 の実 用 化 を促 進す る ため,先 端 情 報 処理 システ

ム を応 用 した新 型 ツ ールの 開発,専 門 ソフ・トウ ェアお よび 一般 的 用 ソフ ト

ウ ェアの 普及 促 進,教 育 等 によ る情 報 処理 の 促 進 を 目的 と して い る。

CESIAは,行 政 機 関の 効 率化,行 政手 続 きの軽減,行 政 機 関 のOA

化,国 家機 関 にお け る情報 技 術 の 活用 促 進等 を 目的 と して い る。

(2)コ ン ピ ュー タ産 業 の動 向

① 大 型 コ ンピ ュー タ

フ ラ ンスの大 型 コ ン ピュー タ市 場 は,西 ドイ ツ,イ ギ リス に次 ぎ3位

(金 額9億7,050万 ドル)で あ り,1987年 には10億 ドル に達 す る と予 測

され て い る。

フラ ンスの国 内市 場 は,IBMが 圧 倒 的 に強 く,2位 のBullと 合 わ せ

る と両 社 で3分 の2以 上 の シ ェアを 占 めて い る。3位 に はUnisysが 続 い

て い る。 今 後 の予 測 と して は,ヨ ー ロ ッパ 全体 の 動 き と同様 で,大 きな

伸 び はな い と見 られ て い る(図 表4-10参 照)。

② 中型 コ ン ピュー タ

フ ラ ンスの中型 コ ンピ ュー タ市 場 は,そ の他 の 国の市 場 と比 べ る と健
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全 な動 きを示 して い る。 出荷 金額 は前年 比2%増 で11億6,100万 ドル,

台数 は1%減 で3,280台 で あ った。 しか し,1987年 の 予 測 で は,1986年

の他 の市 場 の よ うに低調 傾 向 にな るだ ろ うとみ られて い る。

メ ー カー別 で は,Bullが 出荷 台数,出 荷 金額 と もに トップで,次 にI

BM,DECと 続 いて い る。BullとIBMの2社 が大 型 コ ン ピ ュー タ と

同様 に支配 的 で,半 数以 上 の シェアを 占めて い る(図 ・表4-11参 照)。

③ 小 型 コ ン ピュー タ

小型 コ ン ピュー タの 出荷金 額 は,前 年比2%増 の10億4,100万 ドル ど

な り,西 ドイ ツに 次 ぎ2位 で あ った。 しか し,ig8g年 まで には第3位 の

イギ リスに抜 か れ ると予測 され て い る。 出荷 台数 で に,イ ギ リス,西 ド

イ ツに次 ぎ3位 で,3万600台 で あ る。

メー カー別 で は,出 荷 台数,出 荷金 額 と もに1・[BIMが1位 を 占めて お

り,次 にBullが や や前 年 よ り シ ェアを 落 と した が2位,DECが3位 と

続 いて い る(図 表4-12参 照)。

④PC.

PCの 出荷 台 数 は全 体 的 に減 少 し,75万7,010台(前 年93万8,810台)

とな った。 これ は,前 年 に 国 内市場 で 出荷台 数1位,出 荷 金 額2位 で あ

ったThomsonの 売上 が 落 ち込 ん だ ことが一 因 で あ る。 一 方Amstradは,

rLePlug」 の ニ ックネ ー ムで 呼 ばれ る家 庭 用Minitelネ ッ トワー クの

装 置で あ るモ デルCPCの 売 上 によ りシ ェアを 伸ば し,出 荷 台 数 で トッ

プ とな った。 出荷金 額 で は前 年 同様IBMが トップで あ る(図 表4-13

参照)。
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図 表4-10.

フ ラ ン ス に お け る 大 型 コ ン ピ ュ ー タ
.の メ ー カ ー 別 出 荷 状 況(1986年)

1

メ ー カ ー 出荷台数 シ ェ ア 出荷金額 シ ェア

(百 万 ドル)

IBM 116 56% .596.7 61%

Bull 32 13% 160.0 16%

Unisys 12 6% 45.2 5%

Cray 4 2% 40.0 4%

Amdahl ,9 4% 36.0 4%

NAS 13 6% 32.7 3%

その他 23 11% 59.7 6%

合 計 209 100% 970.5 100%

〈資 料>IDCEUROCA'sT

図表4-11

フラ ンス にお け る中型 コ ン ピュー タの メ ー カー別 出荷状 況(1986年)

メ ー カ ー 出荷台数 シ ェア
,

出荷金額 シ ェ ア

(百 万 ドル)

Bull 1,403 43% 445.9 38%

IBM 625 19% 353.5 30%
A

DEC. .417'. 13% 118.0 10%

Hewlett-Packard 163ソ 5% 45.1 4%

Unisys 10611 3% 37.2 3%

その他 566 17% 161.3 14%

〔

合 計 3,280 100%
,

1,161.1 100%

〈資 料 〉'IDCEURgC'AST

図 表4-12
フ ラ ンス にお け る小型 コ ンピ ュー タの メー カ ー別 出荷 状 況(1986年)

メ ー カ ー 出荷台数 シ ェ ア 出荷金額 シ ェア

(百万 ドル)

IBM 5,130士 ・ 17% 276.7 27%

Bull一 2,470 8% 136.1 13%

DEC 2,670 9% 95.0 9%

Nixdorf 1,335 4% 62.1 6%

INZ 1;075 4% 50.9 5%

Hewlett-Packart 855 3% 38.4 4%

Altos
'1

,σ10 3% 32.3 3%

その他 16,055 52% 349.6 34%

合 計 30,600 100% 1,041.2 100%

〈資 料>IDCEUROCAST
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図表4-13

フ ラ ンスに おけ るPCの メー カ ー別 出荷状 況(1986年)

メ ー カ ー 出荷台数 シ ェア 出荷金額 シ ェア

(百 万 ドル)

IBM 60,980 8% 229.6 17%
Olivetti 36,740 5% 119.1 9%
Bul1 32,300 4% ll3.1 8%
Amstrad 228,000 30% 111.4 8%
Apple 39,500 5% 81.7 6%
SMT 21,080 3% 67.0 5%
Victor 20,550 3% 56.4 4%
Compaq 7,130 1% 38.7 3%
Unisys 6,500 1% 34.3 3%

その他 304,230 40% 503.2 37%

合 計 757,010 100% 1,354.5 100%

〈資 料>IDCEUROCAST

－ 方
,フ ラ ン ス に お け る コ ン ピ ュ 一 夕設 置 台 数 な らび に 金 額 は,次 の

と お り で あ る 。

① 大 型 お よ び 超 大 型 コ ン ピ ュ 「 タ'

設 置 台 数 は,1983年{ま1,466台,1984年 は1,609台,1985年 は1,769

台,1,986年 は1,9β3台,1987年 は'2,154台,と 推 移 して い る。 そ の 間

ρ)年 成 長 率 は,1983年/1984年 が9.8%増,1984年/1985年 が9.9%増,

1985年/1986年 が12.1%増,1986年/1987年 が8 .6%増,と な って お り,

1987年 は ま,前 年 の 成 長 率 と比 較 す る と減 少 と な っ た。

設 置 金 額 の 推 移 は, .1983年 は205億2,000万 フ ラ ン,1984年 は225億

3,000万 フ ラ ン,1985年 は247億7,000万 フ ラ ン,1986年 は277億

6,000万 フ ラ ン,1987年 は301億6,000万 フ ラ ン とな っ て い る 。

② 中 型 コ ン ピ ュ ー タ

設 置 台 数 は,1983年 は2,989台,1984年 は3,179台,1985年 は3,929

台,1,986年 は4,573台,1987年 は5,116台 と 推 移 して い る 。 そ の 間 の

年 成 長 率 は,1983年/1984年 が6.
.4%増,1984年/1985年 が23.6%増,
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1985年/1986年 が16.4%増,1986年/1987年 がll,9%増 と な って お り,

大 型 お よ び 超 大 型 コ ン ピ ュ ー タ と 同 様 に1987年 は,前 年 の 成 長 率 と比 較

す る と減 少 と な った 。

設 置 金 額 の 推 移 は,1983年 は95億6,000万 フ ラ ン,1984年 は101億

7,000万 フ ラ ン,1985年 は125億7,000万 フ ラ ン,1986年 は146億

3,000万 フ ラ ン,1987年 は163億7,000万 フ ラ ン と な っ て い る 。

③ 小 型 コ ン ピ ュ ー タ

設 置 台 数 は,1983年 は35,139台,1984年 は41,621台,1985年 は49,386

台,
.1986年 は60,396台,1987年 は70,256台,と 推 移 して い る。 そ の 間 の

年 成 長 率 は,1983年/1984年 が18.4%,1984年/1985年 が18.7%,1985

年/1986年 が22.3%,1986年/1987年 が16.3%と な っ て お り,大 型 な ら

び に 中 型 の 場 合 と同 様 に1987年 は,前 年 の 成 長 と比 較 す る と減 少 と な っ

た 。

設 置 金 額 の 推 移 は,1983年 は246億 フ ラ ン,1984年 は291億3,000万

フ ラ ン,1985年 は345億7,000万 フ ラ ン,1986年 は442億8,000万 フ ラ

ン,1987年 は491億8,000万 フ ラ ン と な って い る。

④ 超 小 型 コ ン ピ ュ ー タ

設 置 台 数 は,1983年 は35,062台,1984年 は39,537台,1985年 は45,832

台,1986年 は53,835台,1987年 は62,875台,と 推 移 して い る。 そ の 間 の

年 成 長 率 は,1983年/1984年 が12.8%増,1984年/1985年 が15.9%,19

85年/1986年 が17.5%,1986年/1987年 が16.8%と な って お り,他 の 大

型 か ら小 型 ま で と 同 様 に,1987年 は,前 年 の 成 長 と 比 較 す る と減 少 と な

っ た 。

設 置 金 額 の 推 移 は,1983年 が63億1,000万 フ ラ ン,1984年 が71億

2,000万 フ ラ ン,1985年 が82億5,000万 フ ラ ン,1986年 が96億9,000万

フ ラ ン,1987年 が113億2,000万 フ ラ ン と な って い る(図 表4-14,図

表4-15参 照)。
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図表4-14 フ ラ ンスにおけ るコ7ピ ュ一夕設置台数の推移(1977年 ～1987年)

(単位:台 数)

年(1月1日 現在)

コ ンピュータ規模 1977 1978 1979 1980

、

1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987

超 小型 コ ンピュータ

(価格:13万 フラ ン～25万 フ ラン) 7408 9752 14226 18542 23062 28457 35062 39537 45832 53835 62875

小型 コンピュータ

(価格:25万 フラ ン～160万 フ ラン) 8213 9757 13216 15057 21295 27914 35139 41621 49386 60396 70256

中型 コンピュータ

(価格:160万 フ ラ ン～700万 フラ ン) 1693 1789 1980 2032 2386 2785 2989 ;179 .3929 4573 5116

大型 ・超大型 コンピュー タ

(価格:700万 フ ラ ン以上) 799 956 lb88 1221 1271 1
,346

1466 1609 1769 1983 2154

合 計
18113 22254 30150 36852 48104

1

60502 74656 85946 100916 120787 140401

(資料 フランス ・データ処理 ・OA機 器製造業者協会)
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図表4-15 フ ラ ンスにお けるコ ンビュー一夕設置金額の推移(1977年 ～1987年)

(単 位:百 万 フラ ン)

年(1月1閲 在) .,

コ ン ピュー タ規模 1977 1978

I

l979

'

1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987

超 小型 コシピ三一ダ

(価格:13万 フ ラン～25万 フ ラ ン)1 1330 1760 2560
1

3340 41ら0 5120 6310 7120 8250 9 ,690 11320 ,

小型 コンピュ一 夕

(価 格:25万 フ ラン～160万 フラ ン) 5750

"

6380

I

r

9250

'
∀

10540 14910 19540 24600 29130 34570 42280 49180

中型 コンピュータ

(価格:
.160万 フ ラン～700万 フ ラン)

5420 5720 6340 6500 7640 8910 9560 10170 12570 14630 16370

大型 ・超大型 コンピュー タ

(価格:700万 フ ラ ン以上) 11190 13380 15230 17090 17790 豆8840 20520 22530 24770 27760 30160

合 計
23690 27690 33380 37470 44490 52410 60990 68950 80160 94360 107030

(・資㌍ ・*・ デ三卿 ●・A機 器製造業者協会)
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5.国 際電気通信 と自由化 の動向

(1)ECに お ける電 気 通信 の 自由化

EC委 員 会 で は,国 際電 気 通 信 の 自由化 に対応 す る ため,規 制緩 和 を基 本

と した提 言 と して 昨 年,「 グ リー ン ・ペ ーパ ー」 を とりま とめ た。 この提 言

の主 旨は,次 の とお りで あ る。

① 電 気通 信技 術 が 急 速 に高 度 化 し,経 済 な らび に社 会 に 占 め る電気 通 信 の

役割 が 次第 に重 要 な もの に な って きた。 例 えば,ECに お け る この市場 規

模 は,今 世 紀末 に は,域 内のGDP(GrossDomesticProduct:国 内 総生

産)の7%に まで 達 す る と予 測 して い る。

② この よ うにEC経 済 を発 展 させ る リーデ ィ ング ・イ ンダ ス トリー にな り

つ つあ る電 気通 信 の 活性 化 を 図 るため に は,こ の 分野 に競 争 原 理 を導 入 す

る ことが必 要 不可 欠 で あ る。 その ため に は,さ しあ た り端 末機 器 や付 加価

値網 サ ニ ビスの 自由化 を進 め なけれ ば な らな い。

③1992年 に予 定 され て い るEC市 場 の統 合 を実 現 す るた め,標 準 化(例 え

ば,EC電 気 通信 標 準 化機 構 の 創 設等),周 波 数,タ リフ等 に関 す る協 定

の締結を必要 とする。

現在,国 際電気通信の 自由化 は,ア メ リカ,日 本,イ ギ リスで具体 的に

進め られているが,ECで もこの分野が,将 来の重要なイ ンフラス トラ ク

チャとな ると位置付 けてお り,市 場競争力の構築が急務 とされて いる。 イ

ギ リスを除 く大部分のEC諸 国は,電 気通信サー ビスは国家が独 占 して い

る形体が ほとん どであ り,今 回のEC委 員会の提言は,今 までの独 占体制

を是認す る路線か ら脱却 して,新 しい方向を 目指 した ものであ る。

② イギ リスに お ける 電気 通 信政 策

1987年 に政 権 にっ い たサ ッチ ャー内 閣は,イ ギ リス病を 克 服 すべ くイ ン フ
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レの抑制 と産業 の 活性 化 を課 題 と して思 い切 った緊縮 財 政 策 を と って お り,

公共 支 出の 削減 や 減税 と共 に,国 営 企業 民 営化,産 業 界 に対 して は市 場原 理

を 導入 して 経済 の 効 率 化 ・活 性化 を図 り,イ ギ リス企 業 の 国 際競 争力 の 強化

を 目指 して い る。 電 気 通信 分 野 で も民営 化 ・活性 化施 策 が 実 行 され て い る。

BT(BritishTelecom)が1984年 に民 営化 され,1983年 か らMCL(Mercury

CommunicationsLtd.:マ ー キ ュ リー通信 社)が,電 気通 信市 場 に競 争 事 業

者 と して参 入 して きたの もその 一 環で あ る。

イギ リス政 府 は,ア メ リカ や 日本 の電 気通 信 自由化 の動 向 と他 のEC諸 国

との 協調 とい うバ ラ ンスを 考 え なが ら漸進 的 な 自由化 を進 めて お り,EC諸

国 の 中で は同国 で 一番 自 由化 が進 ん で い る。 現 在 まで の 自由化 の流 れ は,次

の とお りで あ る。

電 気通 信 に 関す る 自由化 の 政策 に は,1981年 お よ び1984年 の2っ の 電 気通

信 法(TelecommunicationsActs)の 施行 が あ る。

1981年 の 法 律施 行 の 要点 は,次 の とお りで あ る。

①1981年 に,以 前 のPostOfficeCorporationが 電 気通 信業 務 と郵 便 業務

に分離 され た。

② 新 しい公 社BT(BritishTelecom)が 設 立 され,電 気通 信業 務 を行 うこ

とに な った。

③ この1981年 の 法律 の 施 行 に よ り,政 府 は公 衆通 信 網 お よ び私 設 通 信網 に

関 す る認可 の 権 限 を持 つ こ とにな った。

④ この法律 に よ り,BABT(BritishApprovalsBoardforTelecommu-

nications:イ ギ リス電 気 通信 機 器認 定 協会)が,電 気 通信 機器 に対 す る

評 価 ・認 定機 関(EvaluationandApProvalAuthority)と して 指 定 され た。

1984年 の法 律施 行 で は,こ の 方 向が さ らに進 ～bられ,BTの 認 定 に 関す る

法 的権 限 は撤 廃 され,BTは イギ リス にお け る電 気通 信 シス テム を独 占的 に

提 供 する とい う権 限 もな くな った。1984年 に施 行 され た法 律 の 要点 は次 の と
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お りで あ る。

①BTは 公 開 され た株 式会 社 とな り,政 府 はそれ に よ って株 を放 出す る こ

とが 可能 とな った。

②1984年 の法 律 に基づ きOFTEL(OfficeofTelecommunications:イ

ギ リス電 気通 信 庁)が,設 立 され た。OFTELの 主 な業務 は,(a)電 気 通

信 事 業 者 免許 の 遵守 状 況 の監 視,免 許 条 件 の修 正,㈲ 反 競争 的 行 為の 調 査,

是 正 措 置 の実 施,(c)消 費者 利 益 の保 護 と苦 情 処理 等 であ り,毎 年 の活 動 状

況 を電 気通 信 主 管庁 で あ る貿 易 産業 省 と議 会へ 報 告 す る義務 が あ る。 なお,

イ ギ リス に お け る主 要 な規 制 権 限 は貿 易 産 業省 に あ り,同 省 は法案 作 成,

お よび 電 気通 信 シス テ ム運 営 につ いて の 免 許付 与 を所 管 して い る。 ただ し,

広 範 な規 制 ・助 言 権 限 は, .議 会 に対 して 直接 責 任 を負 う独 立 機 関 で あ る

OFTELに 付 与 され て い る。

③1941年 に お け るBTの 民 営 化 後 に,現 在,次 の14の 機 関 がPTO

(PublicTelecommunicationsOperators:公 衆 電 気通 信 事 業者)と して

の 免許 を受 けて い る。

(a)BT:国 際 サ ー ビス を含 め,イ ギ リス全土 に電気通 信 サ ー ビスを 提 供

す る ことを義 務 付 け られ て い る。 ただ し,ハ ル 市 を 除 く。 ま た,

BTに は消 防,警 察,救 急 車 に対 す る999番 サ ー ビス,身 体 障

害者 用 通信 設 備,電 話 番号 案 内,公 衆 電 話設 備 を含 む特 定 の サ

ー ビスを提 供 す る義 務 も課 せ られ て い る。

(b)MCL:BTと 同様 に 全国 的 な電 気通 信網 運 営 の免許 を受 け て い る。

'(c)HullTelephoneDepartment(市 営 ハ ル電 話会 社):そ れ 自身 の 区域 だ

け の電 気通 信 網 の運 営 を 行 って い る。

(d)Racal-Vodofone(レ イカ ル ・ボー ダ ホ ン):自 動車 電 話 シス テ ムに対

しての み免 許 を 受 けて い る。

(e)Cellnet(セ ル ネ ッ ト):Racal-Vodafoneと 同様。

(f)ケ ー ブル テ レビ運 営 業者9社:そ の フラ ンチ ャ イズ 区域 内 にお け る全
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般 的 な電 気通 信 サ ー ビスお よ び ケー ブル テ レビの 運営 を行 って

い る。

以上が,現 在 までのイギ リスにおける自由化の流れであるが,次 に電気通

信の規制機関であるOFTELの 最近の活動内容 について述べ る。

OFTELは,1986年 末現在で2年 半が経過 し職員数 は約120名 に達 した。

1981年 お よび1984年 の電気通信法に基づ き導入 された新制度な らびに急速 な

技術進歩 に伴い,イ ギ リスの電気通信産業 は非常 に急速な変革を遂げて きた。

この ような状況の中で,OFTELの 課題 はバラ ンスのとれ た規制 を実施す

ることであ る。すなわち,技 術革新 を妨げるような過度 な規制 を避けて競争

の可能性をで きるだけ引き出 し,ユ ーザーに利益を もた らす一方,BTが 多

くの事業分野 を維持 してい ることによ り,ユ ーザーに不利益を もた らさない

よ う適切な措置を実施することで ある。

新制度導入によ り,電 気通信事業 におけるいろいろな分野で競争の促進が

見 られ る。1986年5月 にMCLがBTと 競合す る電話サー ビスを開始 したが,

OFTELが1985年 に定あた 「相互接続 に関す る裁定 」に基づ き,自 社網 と

BT網 を相互接続 して,新 しい電話交換サー ビスを開始 した。 さらに,同 年

末には,MCLはBTの 加入者がMCL網 を選択 して長距離通話をかけ られ

る新サー ビスを開始 した。一方BTは 同社の設備投資計画を早め,通 信網の

デ ィジタル化を促進 して,MCLと の競争に対抗 して きた。 また,BTの 市

外 回線網のデ ィジタル化計画 も順調に進んでお り,完 成 に近づいている。

MCLが,ロ ン ドン市 内で市 内網の建設を進める一方,CATVに よる市

内電話 サー ビスの提供に関す る協定が,MCLとCATV会 社 との間で締結

され,市 内通信事業 にCATV会 社 が参入する見通 しである。CATV会 社

は,BTま たはMCLと 相互接続す る場合に限って,電 話サー ビスの提供が

認 め られている。CATVは,娯 楽番組 や情報 を提供する手段 として有望視

されているが,CATVで 電話 サー ビスが提供で きるよ うになれば,こ の広
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帯域通信網の発展が さらに促進 され ることが予想 される。OFTELで は,

このCATV事 業を今後数年間 における重要な課題 として認識 してお り,こ

の事業の運営 に関する規則を見直 し,発 生す るニ ーズに対 しCATV業 界全

体の充足能力が損なわれないようにす るとともに,CATV事 業者が イギ リ

スにおけるイ ンフラス トラクチ ャの構築に全面的に参入で きるよ う環境を整

備 しっっある。

国際通信事業 も,競 争導入 によ って多 くの利益が もた らされる分野である。

MCLが 諸外国の電気通信事業者 と運用協定を締結 して直接通信で きるよ う

になれば,国 際通信の可能性が,今 以上 に効率的 に実現で きるよ うになる。

現在,MCLが アメ リカとの間で直接通信で きるようにな ったの も競争導入

の結果である。 日本 との間で は,国 際VANを 自由化することで両 国政府 は

大筋で合意に達 した。具体的 には今年の、5月に開催 される両国電気通信定期

協議で正式 に確認 し,実 際に両国間で国際VANが 実現す るのは今秋以降に

なる見込みであ る。

自動車電話の分野で も,1986年 以降,競 争原理が導入 されている。Racal-

VodafoneとCellnetの 両社は,1985年 末に競合す る無線電話 システムを構築

し,サ ー ビスを開始 した。現在,両 社 とも当初の予想を上回 る加入者数を獲

得 して いる。

OFTELで は,以 上のよ うな電気通信分野 における規制緩和 と競争原理

の導入を積極的 に行 って きたが,・同時 に独 占か ら生 じる弊害か らユーザーを

保護す る施策 も実行 して きた。ユーザ ーにとって直接影響 を受け る最大の問

題 は,料 金問題 である。OFT.ELで は,BTの 電話料金体系の大 幅な是正

に伴い,料 金規 制制度の機能について調査を実施 した。 この調査 では,①B

Tが 免許条件を守 っているか,② 免許条件がユーザ保護 にとって満足すべ き

機能 を果た して いるか,③ 料金体系の是正は正当か否か,の3点 にっいて実

施 した。その結果,市 内回線 レンタル料,市 内通話料を含む主要サ ー ビスに

っいて,料 金値上げ率の平均が小売物価値上 り率 一3%未 満 に留め られた。
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また,ユ ーザ ーか らの 陳情 や 問 い合 わ せ の処 理 もOFTELの 重 要 な業 務 の

1つ で あ る。1986年 に受 け付 け た件数 で 一番 多 か った もの は,電 話 料金 にっ

いてで あ った。 これ は全 体 の35%を 占めて お り,料 金請 求 額 が誤 りで は な い

か とい う一般 加 入 者 か らの もの で あ っ輪 次 に多 か った のは,サ ー ビス 品質

に ついて で あ り,全 体 の17%を 占 めて い る。OFTELに 寄 せ られて い る陳

情件 数 は,1986年 以 降大 幅 に増 えて い るが,こ れ は電 気 通信 サ ー ビスの 悪化

によ る もの で はな く,む しろ,競 争 原 理導 入 によ り,電 気通 信 産 業 が こ こ数

年 以来 世 間 の注 目を浴 びて きた た め,国 民 が 背 景や 苦情 を訴 え る手 段 を これ

まで以 上 に理 解 して き たた めで あ る。

以上,OFTELの 活動状況を述べて きたが,同 機閑はtV電 気通信分野 に

おいて公正取引委員会 と同等の権限を有 してお り,電 気通信事業者の監視,

市場への競争原理導入,ユ ーザー利益の保護等を中心 に活動を行 って いる。

イギ リス政府は,BT民 営化以前の公社法 に基づいた付加価値網サー ビス、

免許を1984年 の同国電気通信法に基づ く新免許に切 り換え るための作業をか

ねてか ら進めて きたが,1987年4月 か らこの新 しい免許 を実施することとな

った。 これは,貿 易産業省が,1986年7月 に発表 した免許案 に関係者の コメ

ン トを聴取 した うえで最終案 とした ものであ る。 この新免許 は,付 加価値網

サ ー ビスを 自由 化 し,こ の分 野 での 競争 と'成長 に拍車 を か け る こ とを 目的 と

した もの で あ る。新 免 許 に よ る と,電 気通 信 サ ー ビスの 売 上 が年 間100万 ポ

ン ド以下 また は企 業 グル ー プの 総売 上 が 年 間5,000万 ポ ン ド以下 の 企業 の 付

加価 値網 サ ー ビス提供 には,特 別 の 条件 は課 され な い。 ま た,そ れ 以上 の 規

模 の企 業 に対 して は,内 部 相互 補 助 を 防 ぐた め会 計分 離,OSI(開 放型 シ

ステ ム間相 互接 続)標 準 へ の 合致 が 義務 付 け られ て い る。BTとMCLが 年

間売 上 高10億 ポ ン ド以上 の 通 信 ま た は コ ン ビュー.タ会社 と合弁 事 業 を設 立 す

る場 合 は,政 府 の認 可 を必 要 とす る。

な お,同 国 を除 くEC諸 国で は,一 般 的 に付 加価 値 網 を,回 線 に付 加価 値

を加 え た サ ー ビス(例:電 子 メール,パ ケ ッ ト交 換等)と 回線 を経 由 した処
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理 サ ー ビス(デ ー タベ ース検 索,デ ー タ処 理 等)に 区別 して と らえ て い る。

イ ギ リスで は,両 サ ー ビス を合 わ せ た形態 を付 加 価 値網 と位 置 付 けて お り,

VADS'(ValueAdded&DataServices)と 呼 ん で い る。

現 在,同 国 で は すで に この 付 加価 値 網市 場 に200～250社(約900シ ス テ

ム)が 参 入 して お り,最 大 の シス テ ム はBTが サ ー ビス して い る 「テ レコ

ム ・ゴー ル ド」 で,電 子 メール ・システ ム を提 供 して いる。

(3)西 ドイツにおける電気通信政 策

西 ドイツにおける電気通信制度は,従 来か ら国によって運営 ・実施 され る

べ きもの と して理解 されてきてお り,国 が法令等により広範囲に規制 し,イ

ンフラス トラクチ ャの一部 と して掌握 して きた。1871年 ドイツ帝国の誕生 と

と もに各地域で運営 されて いた郵便機関は帝国郵便 に統一 され,通 信関係 も

これ に組み込 まれ ることとな ・た.こ う して典型 的な郵便電気適 言の繊

(PTT:MinistryofPosts,TelegraphsandTelephones)が 形 成 され,

そ こで 郵 便 と通 信 は国 に よ り合 わ せ て一 体 と して 管 理 され る こ と とな った。

この よ うな組 織 形 態 は,19世 紀 末 当 時の 情 勢 か らす れ ば当然 の こ とで あ った。

とい うの は 電信 や 電 話 サ ー ビスの た めの イ ン フラ ス トラ クチ ャの早 期 構 築 が

当面 の 緊 急課 題 で あ ったか らで あ る。 サー ビスの 多 様性 な ど は,も ち ろん ま

だ無 く,'競 争 な ど は必要 もな く,ま た可 能 と も考 え られなか った'。

PTT機 構 は,戦 後 の 帝 国郵 便 か ら連 邦郵 便へ の 通信業 務 移 管 に 当 た って

もその まま維 持 され,現 在 同国 にお け る電 気通 信 制 度 は基 本 法(同 国 にお け

る憲 法)に 基 づ いて政 府 所管 と されて い る。基 本 法 で は,第10条(郵 便 お よ

び通 信 の秘 密)と 第73条,第87条 に よ って,郵 便 と電 気通 信 に関 す る権 限 を

国 に与 え て い る。

基 本法 に よれ ば,連 邦 政府 は電 気通 信 に っ いて の 立法 を行 う排他 的権 力 を

有 して お り,ま た,そ れ 自身 の 行政 下 部 機構 を有 す る連邦 機 関 を通 して,す

べて の主 要 な電 気通 信 業 務 な らび に必 要 な イ ンフ ラ ス トラクチ ャの提 供 を 実
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施 しなければな らない と規定 されて いる。 これ らの業務実施 に当た って,連

邦政府 は次の ことを しなければな らない。

① 郵便 ならびに電気通信のプライバ シーに関す る基本権,報 道の自由,お

よび検閲の禁止の保障

② 法律の規定に基づ く行政の原則(と りわけ平等な取扱い,差 別の禁止)

の順守

この こ とは,政 府 が 電 気通 信 の 主 要 な分 野 か ら手 を引 いて はな らない こと,

ま た,電 気 通信 にお け る政府 の重 要 な所 掌 を私 企 業 に移 管で きな い ことを意

味 して い る。 ただ し,法 律 によ って 私企 業 が 電気 通信 事 業 を行 え るよ うに す

る ことは可 能 で あ る。 以 上 の 基本 法 に基づ いて,電 気通 信 に お け る規制 な ら

び に運 営業 務 の 双方 と も・ 郵 電 省(DBP:DeutscheBundespost)が ・ 政 府

方 針の 目標 に沿 って,統 一 した方 式 に よ って 遂 行 して い る。

現在,DBPが 提 供 して い る主 要 な サ ー ビス は,① 電話 サ ー ビス(公 衆 電

話 網,自 動車 無 線 電話 網),② テ レ ックス ・サ ー ビス,③ ボ イス メ ール ・サ

ー ビス ,④ テ レフ ァ クス ・サ ー ビス,⑤ ビル トシ ル ム テ キ ス ト ・サ ー ビス

(ビ デオ テ ックス),,⑥ デ ー タ伝 送 サ ー ビス,⑦ 国 際 デ ー タ ・サ ー ビス,

⑧ 専 用線 サ ー ビス等 が あ る。 一方,機 器装 置 の製 造 に っ いて は,ト ラ ンス ミ

ッション設備,交 換機は もちろん,端 末機器 について も,民 間企業 において

行 われてお り,民 間企業 に市場を開放 している。独 占体 制が維持 されている

のは本電話機だ けである。以前 は一部の モデムは独 占であ ったが,EC委 員

会が介入 したために三1986年 に独 占を廃止 した。端末機器に対す る技術仕様

によって,十 分 な機能性 と互換性が保証 されている。公衆網 に接続 する民間

提供端末 に関す る標準 は,DBPの 電気通信セ ンターが策定 し,DBPが 最

終的に決定す る。

しか し,ア メ リカを始あ他のEC諸 国 による西 ドイツ通信市場開放への圧

力の高ま り,イ ギ リスにお けるBT民 営化を始あ とす る自由化政策の導入,
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日本 の 電気 通信 自 由化 の動 きが 背景 とな り,西 ドイ ツで も電 気 通信 自 由化 を

検討 す る政 府諮 問 委 員会 が,1985年3月 に設置 され,1987年9月 に答 申が ま

とま り政 府 に提 出 され た。

この委 員 会の 構 成 は,12名 か ら構成 され てお り,そ れぞ れ通 商 産 業 部 門,

産業 団体,労 働 組 合 か らの 代 表5名,科 学部 門 か らの代 表3名,政 党 か らの

代表4名 で構 成 され た。

委 員 長

副委員長

委 員

エバ ーハ ル ト・ヴ ィ ッテ

ミュ ンヘ ン大 学組 織 学研究 所 教 授

ア ルバ ー ト・ステ グ ミュラー

ドイ ツ郵 便 労働 組 合 副委 員長

エ ドム ン ト・ス トイバ ー

バ ィ エ ル ン州大 臣

ユ ール ゲ ン ・テ ラヘ

コマ ー ズバ ンク取 締役
、

デ ィ一 夕 ー ・フ ェル チ ・レーバ ー

ドイ ツ 自 由民 主 党通 商消 費 者連 邦委 員 会 委 員長

ペ 一 夕ー ・グ ロ ツツ

社 会 民 主 党幹 事 長

ハ ン シ ヤイ ンツ ・ハ ウザ ー

キ リス ト教 民 主 同 盟副議 長

ヴ ェル ンハ ン ト・メ シ ェル

チ ュ ー ビ ンゲ ン大 学 法学 部教 授

テ ィル ・ネ ッカー

ドイ ツ連 邦 産 業協 会 会長

イ ンゴル フ ・ル ー ゲ

ミュ ンヘ ン工科 大 学 集積 回路 科教 授

ホル ス ト・シュ ワーべ
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電気通信機器設置企業協 会会長

ガー ト・ヴ ィガ ン ト

電気工学産業 中央協会 ・情報通信技術協会理事長

この答申の要 旨は,次 の とおりで ある。

①DBPか ら電気通信事業部門を分離 し,公 営企業rTELEKOM」 が,

通信回線 と電話サー ビスを独 占的に運営す る。rTELEKOM」 の運営

形態は,当 面の間,公 営 とする。

② 電気通信に関 し,DBPは 規制機関 としての役割 に専念す る。

③ 電話を除 く電気通信の分野に競争を導入す る。競争の下での民間企業 に

よる電気通信サー ビスの提供が認 められ るわけで,例 えば,付 加価値網サ

ー ビスの競争 も始 あ られ ることになる。

すなわち,TELEKOMは,電 話サー ビスにおける独 占を維持す るが,

その他の電気通信サー ビスはすべて競争に開放され る。電話サービスとは,

純然たる音声伝送を意味 し,例 えばボイスメールの ような信号の蓄積や変

換,な らびに音声 とテキス ト,ビ デオまたはデー タの統合 は独占サ ービス

とならない。

④ 付加価値網サー ビスは,TELEKOMの 通信回線を経由 しなければな

らない。

⑤ これ までDBPが 行 っていた端末機器審査業務 は,TELEKOMか ら

独立 した組織 に移管 され ることにな り,TELEKOMも この組織に審査

を依頼す ることにな る。 また,審 査手続 きもこれまでよ り簡素化 され る。

⑥ 電気通信 と郵便の分離が提案されているが,こ れまで行 われて きた電気

通信か ら郵便への赤字補填 は,今 後5年 間に徐 々に削減 して行 く。

以上が,政 府委員会の答 申の概要であるが,わ が国でい う第1種 電気通信

事業は 自由化 されない案 となっている。 それは,前 述 したよ うに基本法(憲
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法)改 正を必要 とす るか らであ る。

一方,こ の勧告 に対 し,ア メ リカや西 ドイツ産業連 盟,西 ドイツ商工会議

所 は,自 由化が十分でないことに不満を唱えている。西 ドイツ産業連盟 は,

自由化 され る分野において もTELECOMが 圧倒的な支配力を持 つ と批判

し,世 界の電気通信市場で規制緩和の恩恵を受 けている先進国の関連産業に

対 し,同 国の産業が遅れを とることを懸念 している。DBPは,郵 便事業部

門を含め,50万 人の従業員を擁 し,270億 ドルもの年間売上を誇 る ヨーロッ

パ最大の事業体である。今回のDBP改 革案 に対 し,失 業を恐れ るDBPの

労働組合,国 内大手 メーカーの保護 を唱える保守政治家,DBPと の緊密 な

関係を失 うことを危惧す る大手 メーカーは一致 して反対運動 を展開 している。

同国の電気通信市場の3分 の2を 占め るSiemens社 は,原 則 と して通信規制

緩和を認めている ものの,ISDN(統 合サー ビス ・ディジタル網)が 全国

に完備す るまで はDBPの 独 占を継続 すべ きであ るという立場を とって いる。

また,大 蔵省 も反対 を表明 している。 その理 由は,DBPの 郵便部門 は現在

赤字であ って電気通信部門が この赤字 を補填 してお り,か っDBPの 年間売

上の10%を 国家収入 と しているか らで ある。電気通信部門をDBPか ら分離

して別組織 に した場合,こ れ らの収入が減少することを懸念 して いる。

西 ドイツにおける電気通信規制緩和については,こ のよ うに様 々な意見が

各方面か ら出 されて いる。規制緩和法案 は,今 秋,国 会に提 出され る予定で

あるが,結 論が 出るまでにはまだかな りの時間がかか る見込みであり,同 国

の電気通信 自由化をめ ぐる今後の成行 きが注 目され る。

(4)フ ラ ン スにお け る電 気 通信 政 策

1986年3月 に成 立 した シ ラ ク内閣 は,同 年6月,同 国 にお け る放 送 分野 と

電気 通 信分 野 の 自由化 を 目指 した 「通 信 の 自 由に 関す る法 律案 」を 議 会 に上

程 し,早 期 成立 を図 った。 審 議 は社 会 党 な どの反 対 と与 党 内部 の 対立 か ら難

航 し,2,000ヶ 所 以 上 の修 正 動 議が 出 され,強 行 採 決 の うえ,8月 に議 会 で

一55一



可 決 され た。 しか し,社 会 党 は憲 法 院 に違 憲 審査 請求 を行 い,同 院 は違 憲,

無 効 と判 断 した。 そ こで,政 府 は修 正 補完 した 新法 案 を国 会 に上 程 し,同 法

案 は1986年11月12日,議 会 で可 決 され,同 年11月28日 付 で公 布,施 行 され た 。

この 法 律の 内 容 は,次 の とお りで あ る。

① 前 社 会党 政 権 が制 定 した 「1982年 視 聴 覚通 信 法 」 に よ り設 立 され た 「視

聴 覚最 高機 関 」 よ りさ らに広範 囲 な 権 限を持 つ 「通 信 と 自由の た め の国家

委 員 会(CNCL:CommissiondelaCommunicationetdesLibert6s)」

を創 設 す る。CNCLは 郵 便 省 な らび に文 化 省 か ら独立 して お り,13名 の

委員 か ら構 成 され,大 統 領,上 下両 院議 長が 各2名,国 務院(最 高 行 政裁

判所),破 殿 院(最 高裁),会 計 検 査 院,ア カ デ ミー ・フ ラ ンセ ー ズが 各

1名 を指 名 し,こ の10名 の 委 員 が電 気 通信,放 送,プ レスの3分 野 か ら各

1名 を 指 名す る。

CNCLの 権 限 は,

(a)国 営 以外 の 民 営 ラ ジオ ・テ レ ビ放送 施 設 お よび私 設 電 気通 信施 設 の 建

設 ・運 営 に関す る認可 権 。

(b)CATV運 営 の 認 可権(CATV建 設認 可権 は地方 自治 体 が持 つ)

(c)今 後,上 程 され る予 定 の 「電 気通 信 競争 法 案 」の 成立 後 は,国 の 施設

を 除 くす べて の 電気 通 信 施 設の 建 設 ・運 用 に対 す る認 可権 。

(d)従 来,フ ラ ンス送信 担 当公社(TDF:TelediffusiondeFrance)が

保 有 して いた周 波 数 割 当権 の 移 管。

(e)主 要 公共 放送 機 関(A2,FR3,ラ ジオ ・フ ラ ンス)の 会 長任 命 権。

② 公共 放 送機 関 のTF-1を 完 全 民 営化 す る。

この 法 律 に よ り,郵 電 省 電気 通 信総 局(DGT:DirectionG6n6raledes

T616communications)の 規 制機 関 と しての 権 限 は,CNCLに 移 管 され るが,

現 在 の と ころ,目 下 作成 中の 「電気 通 信 競争 法 」(後 述)が 発効 され るまで,

CNCLに お け る権 限 は 完全 に行使 され な い状 況 で あ る。
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現在,シ ラク内閣では,同 国 における電気通信の 自由化を目指 した 「電気

通信競争法」制定の準備を進 めている。前述の 「通信の自由に関する法律」

の可決はいわば,電 気通信 自由化の第一段階 として位置付け られ る。 これ ら

の背景には,世 界的に進行 して いる高度情報化の動 きに対応 して,同 国の電

気通信事業をアメ リカや 日本並みに開放 し,イ ギ リスを中心にEC諸 国に広

が りつつある電気通信市場 自由化の動 きに対応す る狙いがある。

この 「電気通信競争法 」の概要 は,次 の とおりである。

① 電気通信サー ビスを 「基本サー ビス」 と 「その他のサー ビス」に分 け,

前者を認可を必要 とす る規制サー ビスと して,後 者を自由化す る。 「基本

サ ービス」の例 と して は,電 話サー ビス,テ レックス ・サー ビス,パ ケ ッ

ト交換 ・回線交換データ伝送 サービスお よび専用線サービスが予定 されて

いる。

② 規制 ・監督 ・認可権限をCNCLに 与え,電 気通信サ ービスの規制 と運

営を分離す る。

③DGTを2～5年 以 内に会社形態に改組する。

④DGT職 員の身分保障を行 い,一 般公務員規程を引き続 き適用す る。

⑤ 端末機器認定,標 準化設定 は郵電 省が行 う。

現在検討 中の電気通信 自由化政策の 目的 にっいて,郵 電省首脳部 は次のよ

うに述べている。

① 電気通信分野への競争原理導入 と規制解除はアメリカ,イ ギ リス,日 本

ですでに実施され,EC諸 国に も波及 しっっあり,世 界的な規模で拡大 し

て いる。 フランスにおいて も1986年,「 通信の 自由に関す る法律 」に基づ

きCNCLが 設立 され,放 送分野への競争原理導入が開始 された。今回の

法案では,DGTの 経営形態変更を含む電気通信 自由化 を法制化す る もの

であ る。
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② 特 に,国 際通信 分 野 で は競 争 はす で に始 ま って お り,国 際通 信料 の 改正

が 緊急 の 課題 とな って い る。

③ 昨年6月 に発 表 され たEC委 員会 の 「グ リー ン ・ペ ーパ ー 」で は,1992

年 まで に基 本電 話 サ ー ビスを除 く付加 価 値網 サ ー ビス と端 末 機器 の 全面 自

由化 な どを推 進す る提言 が 確認 され て お り,フ ラ ンスで もその準 備 を 開始

す る必 要 が あ る。

④ そ の ため に は,DGTに 事 業運 営 の 自律 性 を与 え,国 際 ・国 内競 争 に対

応 で きる体 制 ・組織 を確 立す る必要 が あ る。

⑤DGTの 新戦 略 と して は,(a)既 設網 の デ ィジ タル 化 に よ るISDNの 建

設,(b)デ ー タ ・画 像事 業 で の新 サ ー ビスの提 供,(c)DGTの 利 益の20%を

占有 して い る国 際通 信 サ ー ビスの 拡 大 が あげ られて い る。

この 法案 設立 に先立 って,フ ラ ンス政 府 は昨年9月25日 付 の政 令 によ り,

付 加 価 値 網 市場 に競 争 原 理 を導 入 した 。 同 政 令 で は 付 加 価 値 網 サ ー ビ スを

(a)各業 界 向 けの特 殊 網,例 え ば,旅 行代 理 店 や銀行 業 界 が利 用 す る専 用 ネ ッ

トワー ク等,(b)一 般 ユ ーザ ー向 けの 一 般 網 の2っ に分 け,(a)に つ いて は5

Mbit/秒,(b)に っ いて は3Mbit/秒 以 上 の伝 送速 度 を有 す る もの に つ いて は,

認 可 制 と して い る。 これ 以 外の 通信 網 にっ いて は,事 前 届 出制 と して い る。

ま た,回 線 再 販売 拡 大 を除 くた あ,通 信 量 の少 な くと も85%を 付加 価値 網 サ

ー ビスが 占め る こと ,単 な る伝送 業 務 は トラ ピ ックの15%を 超 えて はな らな

い と して い る。 さ らに,自 社 独 自の ネ ッ トワー ク ・プ ロ トコル(例 え ば,

IBMのSNA)の 使 用 も認 あ るが,そ れ と同一 価格,同 一 品質 で 国 際標準

のOSI(開 放 型 シス テ ム間相 互接 続)も サ ー ビスす る ことな どを 義務 っ け

て い る。 今 回 の付 加価 値 網市 場 へ の競 争 導 入 は,「 電 気通 信 競争 法 案 」 の上

程 に先立 って の 自由化推 進 施 策の 一環 で あ り,政 府 は付 加価 値 網 とな らんで,

自動車 電 話,CATVへ の競 争導 入 も検 討 中で あ る。

しか し,こ の 自由化 法案,特 に 回線 の 独 占を廃 止 す る ことに対 し,DGT
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職 員 と労 働組 合 が 激 し く反 対 して お り,大 規模 な ス トライキ に発 展 す る可 能

性 が あ る。 さ らに,今 年5月 に大 統領 選 挙 が予 定 され てお り,保 革伯 仲 ・政

局 不安 を背景 に経 済 成 長が 鈍 化 して い る こ とな ど難 問 が山 積 し,法 案 制 定 は

大統 領 選 挙後 に持 ち越 され る模様 で あ る。

次 に,DGTが,現 在,提 供 して い るサ ー ビス にっ いて 述 べ る。DGTは,

電話,テ レ ックス,電 信,自 動車 電話 等 の 諸 サ ー ビスを提 供 して い る。 デ ィ

ジタル ・サ ー ビス と して は,

① トラ ンス フ ィク ス(Transfix)

48～1,920kbit/秒 の デ ィ ジタル専 用 回線 で,1977年 に サ ー ビス開 始 し

た トラ ンス ミック網(Transmic)を 利 用 して る。1986年 に は急速 な発 展 を

示 し,高 速(128kbit/秒 以上)の 専 用 回線 数 は倍 増,中 速(48kbit/秒)

の もの は72%増 とな り,全 体で は77%の 増 加 とな って い る。1986年 末 には,

高速 回 線数 が184,中 速 回線 数 が982と な って い る。

② トラ ンス デ ィン(Transdyn)

1984年 に通 信 衛 星 テ レ コム1が 打 ち上 げ られ,こ れ を利 用 して 予約 制

中 ・高速 専 用 回 線(前 もって決 あ られ た 時間 に専 用 回線 の利 用 を予 約 して

お くもの)を 提 供 す るサ ー ビスで あ る。1986年 に は,国 際化 が進 め られ,

イ ギ リス との 間 で接 続 が 開始 され,次 いで西 ドイ ツ,ア イ ル ラ ン ド,デ ン

マ ー ク,ベ ル ギ ー と接 続 開始 予 定で あ る。

③ トラ ンス コム(Transcom)

トラ ンス コム は,64kbit/秒 の交 換 サ ー ビスで あ り,網 の デ ィ ジタル 化

率 が 高 くな った ので,こ の サ ー ビスの 全 国的 サ ー ビス開 始が 可能 とな った。

次 に同 国の ビデ オ テ ッ クス ・システ ムで あ るテ レテル ・サ ー ビス に つ いて

述べ る。DGTの 発 表 に よ る と,テ レテル の1986年 度 のサ ー ビス提 供 業 者 数

は4,150社,収 入 は 前年 度 の189%増 の8億2,350万 フラ ンで あ った。 シス

テ ムの 端末 機 器 で あ る ミニ テ ルの 設置 台 数 は1985年 度 よ り72%伸 びて230万
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台 に達 し,月 間 利用 量 は34%増 加 した。1985年 度 の 劇 的 な成長(1984年 度 に

対 して収 入 は800%,利 用量 は600%増)に 比較 す れ ば,1986年 度 は緩 や か

な伸 びで あ るが,依 然 と して テ レテ ルの 成 長率 が高 い こ とを示 して い る。 ミ

ニ テ ル1台 当 た りの 月 間 利用 時 間 は118分,テ レテ ル ・サ ー ビス とは別 に計

算 されて い る電 子電 話 帳 サ ー ビスの 利用 は,ミ ニ テ ル1台 当 た り月 間21分 で

あ る。 テ レテル ・サ ー ビス に よ る トラ ピ ックが公 衆 パ ケ ッ ト ・デ ー タ網 で あ

る 「トラ ンスパ ック」の総 トラ ピ ックに 占め る割合 は,45%で あ る。

一 方 ,テ レテ ル ・サ ー ビスの事 業 費 は,3億5,000ド ル で,う ち15%保 守

費,残 り85%が 投 資 に 回 され,そ の 内の70%は ミニ テ ルの 無料 配 布計 画 に充

当 され て い る。 テ レテ ル事 業 開始 以 来 の 支 出総額 は推 定12億 ドル,累 積 収 入

は4億 ドルで あ る。 損 益分 岐 点 には,1991年 まで に達 す る と予想 され て い る。

テ レテ ル の 中 で 最 も利 用 さ れ て い るの は,電 子 電 話 帳 サ ー ビスで あ る。

1986年 末 で2,000万 呼/月 の トラ ピ ッ クが あ り,こ れ に よ る照 会 数 は12番

(電 話番 号 案 内サ ー ビス)の 呼数 を 上 回 って い る。現 在 で は,フ ラ ンス本土

内の 全電 話 加入 者 の電 話 番 号 を検 索 す る ことがで き る。 電 子電 話 帳 は,家 庭

お よ び企業 で 良 く利 用 され て い る ことか ら,主 要な広 告 媒 体 とな って い る。

その他 の サ ー ビス と して は,エ レク トロニ ック ・バ ンキ ング,出 版 社 等 に よ

る情報 サ ー ビス,運 輸 情報 サ ー ビス等 が 提供 されて い る。 近 い将来 は,ス マ

ー ト ・カ ー ド(ICカ ー ド)が 導 入 され る予定 あ り,銀 行 で はす で に1,600

万枚 の ス マ ー ト・カー ドを 発 注 して い る。1988年 には フ ラ ンス全 土 へ の普 及

が計 画 されて い る。

⑤ 国 際電 気通 信 と規 制

電 気 通 信 を 国 際 的 に規 律 す る基 本 法 と して 国 際 電 気 通 信 連 合(ITU:

InternationalTelecommunicationUnion)に よ る国 際電 気 通 条約 が あ り,現

在 の条約 は,1982年 にナ イ ロ ビで 開催 され た全権 委 員 会議 で 採 決 され た もの

で あ る。ITUは,電 気通 信 の 改 善 と合 理 的利 用 の た め,国 際 協 力 を増 進 し,
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あわ せ て電 気通 信 業 務 の能 率 向 上,利 用増 大,能 率的運用 促 進 を 目的 と した

国連 専 門機 関 と して,万 国電 信連 合(1865年 創 設)と 国 際無 線連 合(1906年

創設)を 合体 し1932年 に設 立 され た。

電子 通 信業 務 の 実 際 の技 術,運 用,料 金 問題 等 を研 究 し,そ の結 論 を 「勧

告 」(Recommendation)と い う形 で表 明す るITUの 常設 機 関 と して 国 際 電

信 電 話 諮 問 委 員 会(CCITT:Comit6ConsultatifInternational

TelegraphiqueetT616phonique)が あ る。CCITTの 勧 告 その もの は,条

約 とは異 な り直 接 的 な拘 束 力 を持 たず,勧 告 内 容 を各 国が 採用 す るか 否 か に

つ い て は,そ れ ぞ れ の 国 の 裁量 に委 ね られ て い る。 しか し,業 務 規 則 に は

「主 管 庁 ま た はRPOA(RecognizedPrivateOperatingAgency:認 め ら

れ た私 企業)は,規 則 の 原 則 を実施 す る にあた って,CCITTの 勧 告 の一

部 を なす指 示 書 を含 むCCITTの 勧 告 に従 うべ き もの とす る」 との 規定 が

あ る。

CCITTのDシ リーズ勧 告 は,「 国 際電 気通 信 にお け る課 金 と計 算 」 と

題 して,国 際電 気通 信 に関 す る料金 問 題 を扱 って い る。Dシ リーズ は10節 に

分か れ て お り,第1節 が 「私 用 の ため の 電気 通信 設 備 の賃貸 」 とな って い る。

現 行Dシ リー ズの 第1節 に は,次 の6っ の勧 告 が あ る。

D.1… … 国 際(大 陸 内及 び大陸 間)私 用電 気 通 信回 線 の賃 貸 の 一般 原 則

D.2… …私 用 の た め の大 陸 内電 気通 信 回線 の 賃 貸の 特別 条 件

D.3… …私 用 の た めの 大 陸 間電 気通 信 回線 の 賃 貸の 特別 条 件

D.4… …私 用 の た めの 国 際(大 陸 内及 び大 陸 間)音 声 お よ びテ レ ビ ジ ョ

ン番 組伝 送 回 線 の賃 貸 の特 別 条件

D.5… …料 金 の決 定 にお け る要 素 と しての 原 価 お よび提 供 され るサ ー ビ

スの 価値

D.6… …構 成 員 の特 殊 な 国 際通信 需要 をみ たす ため に設 立 され た組 織 へ

の 国 際電 気 通 信業 務 の提 供 の た めの 一般 原則
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これ らの うち,賃 貸回線の利用制度に関す る規定は主 と してD.1で ある。

このD.1勧 告 は主な基本原則 は,次 の とおりであ る。

1.7私 用賃貸回線は,各 々の賃貸に際 して主管庁が定め る条件の範囲

内で,顧 客 の本来の業務 に関す る通信を交換す るため に しか使用す

ることがで きない。(後 略)

1.8顧 客 は主管庁が定め る条件の範囲内で,電 話型賃貸 回線を複数の

電気通信 回線 に分割す ることができる。(中 略)こ れ らの分割 され

た回線 は,転 貸 してはな らない。(後 略)

1.10主 管庁 は,顧 客の活動が第三者に電気通信業務を提供することに

より主管庁の果たすべ き業務の範囲を侵害する とみなされ るときは,

その顧客に対す る電気通信回線の提供を拒否す るためにあ らゆる手

段を講 じなければな らない。

現 行 の電 信電 話 規 則 は,1973年 に採択 され た もの で,そ の名 が 示 す とお り,

電信 業 務 と電 話業 務 を対 象 と した もの で あ る。 ところが,現 在で は国 際デ ー

タ通 信 とか,新 しい電 気 通 信 サ ー ビスが 国 際間 で次 々 と提 供 され る よ うにな

って きた。 ま た,新 サ ー ビス と同時 に,国 際電 気通 信 分 野 に も競争 の 導入,

あ るい は 自由化 と い う問題 が 提起 され るよ うに な って きた 。 さ らに,コ ン ピ

ュー タ と通信 が非 常 に密着 して きて,通 信 と情 報 処 理 の切 り分 けが 困難 にな

って き た。 この よ うな新 しい状 況,環 境,そ して新 サ ー ビスの 登場 を 考慮 し

て,従 来 の 電信 電 話規 則 を 見 直す 必要 が 生 じて きた。

1982年 に ナイ ロ ビで 開催 され たITU全 権委 員 会 は,「 決議10」 に よ り,

電気 通 信技 術 の進 歩 と電気 通 信 を巡 る環境 の 変化 に伴 い,現 行 お よび将 来 の

す べて の 電気 通信 サ ー ビスの たあ,必 要 な範 囲 に お いて 「幅 広 い規 制 の枠 組

み 」 を設 け る必 要 が あ る こ とを指 摘 し,1988年 のCCITT第9回 全 権委 員

会 直 後 に,こ の た め の 諸 提 案 を 審 議 す る た め の 世 界 電 信 電 話 主 管 庁 会 議

(WATTC:WorldAdministrativeTelegraphandTelephoneConference)
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を開 催す る こ とを 決 定 した。

そ こでCCITTで は,1984年 に 世 界 電 信 電 話 主 管 庁 会 議 準 備 委 員 会

(PC〔PreparatoryCommittee〕WATTC)を 設立 し,WATTCに 提

出す る新 しい規 則案 の検 討 を 開始 した。PC/WATTCは,全 部 で4回 開

催 され た が,意 見 は大 き く分 けて,自 由化 を 全面 的 に推進 す る国 と,少 な く

と も基本 的 な イ ンフ ラ ス トラ クチ ャの 部 分 は 国家 独 占を維持 して い こ う とす

る国 の2っ に分 かれ た。 そ こで まず,現 在,電 信規 則 と電話 規 則 とい う2本

立て にな って い る規 則 を今 後 は全部 の サ ー ビスを ま とめた単 一 の規 則 にす る

ことが検 討 され た。 これ は,将 来 にお け る環 境 の変 化 ,技 術 の 高度 化,新 し

いサ ー ビスの 出現 等 に柔 軟 に対応 す るた めで あ る。 しか し,次 の2点 に つ い

て は,意 見 の対立 が見 られ た。

① 新 しい規 則 で カバ ーす べ き電 気通 信 サ ー ビスの範 囲

1982年 の 全権 委 員 会 の 「決 議10」 の 中 の新 しい規 則で は 「現在 提 供 され

て い る,お よ び今 後提 供 され るで あ ろ うす べ て のサ ー ビス に適 用 され る よ

うな規 則 」 と表 現 され て お り,PC/WATTCで も新 しい規 則 は全 部 の

サ ー ビスに適 用 され る よ うな規 則 で な けれ ば な らな い とい う意 見 が 提 出 さ

れ た。 しか し,一 方 の 意 見 と して は,こ こで カバ ーすべ きサ ー ビス は ,た

とえ 全 部 のサ ー ビス と表 現 され て あ って もおの ず と限度 が あ るの で あ って,

公 衆 サ ー ビスだ けを カバ ーす べ きで あ り,公 衆 サ ー ビス といえ な い サ ー ビ

ス につ いて は,も と も とITUの 法 体 系 の外 に あ るか ら,い わ ゆ る従 来 の

電 信電 話 型 の サ ー ビスだ けを規 制 の 対 象 にす べ きで あ る とい う意 見 が あ る。

最終 的 には,電 気通 信 規 則 案 の第1条(規 則 の 目的)第1項 で,「 規 則 は

公衆 に供 され る国 際電 気 通信 業 務 の提 供 及 び運 用 の ための 一般 原 則 を定 め

る」 とい う形 にな った 。

しか し,同 条 の第2項 で は,「 この 規 則 にお い て公衆 とは,連 合 員 の 全

額 域 内,ま た は一 部 領域 内 にあ る住 民 一 人(ポ ピュ レー シ ョ ン ・政 府機

関 及 び法 人 を含 む)の 意 味 で 用 い られ,ま たエ ン ドサ ー ビスを 提 供 す るた
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めに用 いられ る基 本的な国際電気通信伝送手段 も,規 則の対象 として含む

と解すべ きもの とす る」と表現 されており,非 常にあいまいな形でまとめ

られている。ITUを 構成 しているメンバーの3分2は 発展途上国であ り,

この問題 に対 しどの ような意見を出 して くるのか不確定であ り,最 終的 に

どの ような表現になるのか予断を許 さない。

② 新 しい規則で拘束 の対象 となる電気通信事業者の範囲

この項 目について も意見の対立が見 られたが,次 のような形 とな った。

同規則案の第1条 の第7項 に 「連合員(政 府)の 領域内に設立 され,国

際電気通信業務 を提供す るため,国 際電気通信網を利用す るすべての事業

者が 」とあ り,rA連 合員によりそのよ うな もの と して承認され ること,

Bこ の規則を遵守す ること,か っ,C関 連のCCITT勧 告を連合員

が適当 と認め る程度に遵守す ること,を 確保す るよ う連合員は努力す る」

と表現 されてい る。 「すべての事 業者が」(っ ま り,電 気通信主管庁や

PROAに 限定 して いない)と い う表現が入 った ということがポイ ン トで

あ るが,「 すべての事業者」 とは具体 的にどこまでを指すのか不明確であ

るとい う意見 も出された。結局,最 終的には,PC/WATTCは 時間切

れで意見の相違点 を含んだ形で終了 した。

以上 がPC/WATTCで の論 議 され た要点 で あ る。 今 年11月 に オ ー ス ト

ラ リア の メル ボ ル ンで 開催 され るWATTCで は,162ヶ 国 が参 加 す るが,

各国 の 規 制緩 和 の考 え 方 や電 気 通信 技 術 の進 歩 の度 合 いは さ まざ まで,特 に

日本,ア メ リカ,ヨ ー ロ ッパ諸 国 の思 惑 が 影響 し,新 しい規則 づ くりの 作業

は難航 しそ うで あ る。

いずれ に して も,現 在電 気 通 信 は最 も規制 の厳 しい産業 か ら最 も規制 の緩

や かな 産 業へ と変 化 を遂 げ っっ あ る。 そ の理 由の一 つ は,シ ステ ムが ます ま

す複 雑 にな って,実 行 上 また は構 造上 一 貫 した規 則 の制 定 が ます ます 困 難 に

な って きて い るか らで あ る。第2に,規 則 の 実施 は不 可能 に近 くな りつつ あ
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る。規則の対象,す なわち,電 子,光 の流れや情報を構成す る信号パター ン

は,物 理的にまた用語 の概念 として もと らえどころが なく,同 時に非常 に高

速で距離 によ る影響を受けに くいので,実 効性を持 たせ るためには,規 則 は

非常に厳格な形 にな らざ るを得ない。一方,電 気通信 システムは,今 後,基

本的に公衆網 と各種の付加価値を有 した専用網に発展 して い くと予想され る。

公衆網が,無 くなることはな く,公 衆網 はシステムの核 として位置付 け られ

るであろう。国際電気通信における規制問題 も,こ れ らの状況に即応す る方

向で進 と思われ,今 年のWATTCで の審議が注 目される。

＼
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